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1. はじめに 
 
我が国の水道事業を取り巻く経営環境は、急速な人口減少や施設・管路の⽼朽化等に伴い、急速

に厳しさを増しています。こうした中、住⺠⽣活に必要不可⽋なライフラインとして水道事業の持続的な
経営を確保していくためには、中⻑期の経営⾒通しに基づく経営基盤の強化を進める必要があります。 

この方策の一つとして、国の方では市町村等の実施する水道事業について市町村の区域を超えた広
域化を推進するため、「「水道広域化推進プラン」の策定について」（平成 31 年 1 月 25 日付け総財
営第 85 号⽣食発第 0125 第 4 号総務省自治財政局⻑、厚⽣労働省⼤⾂官房⽣活衛⽣・食品
安全審議官通知。）において、各都道府県に対して水道広域化推進プランを令和 4 年度末までに策
定するよう要請しています。 

本県の水道事業においても、職員の高齢化による技術承継の問題、施設等の⽼朽化や低稼働、人
口減少に伴う料⾦収⼊の減少等への対応が課題となっています。このような状況の中、本県では下表の
とおり鳥取県及び県内全ての市町が参加する水道広域化･共同化（流域別）検討会を設置し、県
内水道事業の広域連携のあり方について検討を進めてきました。 

本プランは、上記国からの要請、水道広域化･共同化（流域別）検討会での議論及び「水道広域
化推進プラン策定マニュアル」（平成 31 年 3 月 総務省・厚⽣労働省）の記載内容等を踏まえ、県
内水道事業に係る現状と将来⾒通し、広域化のシミュレーションと効果、今後の広域化に係る推進方
針等を取りまとめたものです。 

なお、本プランは今後検討する施設統廃合の組み合わせや広域連携施策の案を記載するものであり、
関連市町村による今後の詳細検討において広域化実施の可否を判断していくものです。 

※本プランでは、水道事業と簡易水道事業の両方を指す場合は「水道（事業）」、水道事業のみ
を指す場合は「上水道（事業）」、簡易水道事業のみを指す場合は「簡易水道（事業）」と表
記しています（以降同様）。 

 
【表１ これまでの取組み】 

時 期 取組内容 
平成 30 年度 ◆広域化・共同化（流域別）検討会を設置 

◆検討会を計２回開催 
令和元年度 ◆検討会を計３回開催（トップセミナーを含む） 

◆全事業に係るデータの収集・分析・共有を実施 
◆全市町と県の意⾒交換会（ヒアリング）を個別に実施 
◆実務担当職員を中心としたＷＧを計２回開催 

令和２年度 ◆検討会を計３回開催 
◆シミュレーション実施に向けた基礎調査や意向照会を多数実施 
◆施設統廃合案の検討に係る市町担当者との意⾒交換会を実施 

令和３年度 ◆検討会を計５回開催 
◆「現状把握」「自然体将来推計」「課題分析」「広域化シミュレーション」等を実施 

令和４年度 ◆検討会を計４回開催 
◆「鳥取県水道広域化推進プラン」を策定 
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【図１ 鳥取県内の水道事業体】 

 
（出典︓「鳥取県の水道の現況」より作成） 

※米子市は、境港市及び日吉津村を含む 2 市 1 町を給水区域としている。 
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本プランでは本県の地域特性を考慮し、以下の東部ブロック、中部ブロック、⻄部ブロックを設定し検
討しています。 
 

ブロック 構成事業体 
東部 鳥取市、岩美町、智頭町、若桜町、八頭町 
中部 倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町 
⻄部 米子市、⼤山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町 

 
＜各ブロックの概況＞ 
東部ブロック 

東部ブロックは、鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町で構成されています。県内人口の約
40％を占めており、鳥取砂丘等の観光地や工場地帯を有するなど経済面でも中心的な役割を担って
います。智頭町沖ノ山（1,319ｍ）を源流とする千代川（1 級河川、流域人口約 20 万人）が南
北に貫流しています。その下流域に位置する鳥取平野を除き、市町の間が山地などで分断されるなど、
高低差が比較的⼤きな地形となっています。 

 
中部ブロック 

中部ブロックは、倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町で構成されています。三朝町津⿊山
（1,118ｍ）を源流とする天神川（1 級河川、流域人口約 6 万人）が南北に貫流しています。そ
の下流域には倉吉平野や北条砂丘が位置しており、三朝町や琴浦町を除けば比較的平坦な地形が
多いといった特徴があります。 

 
⻄部ブロック 

⻄部ブロックは、米子市（境港市、日吉津村は米子市が給水を⾏っています）、⼤山町、南部町、
伯耆町、日南町、日野町、江府町で構成されています。日南町三国山（1,004ｍ）を源流とする日
野川（1 級河川、流域人口約 6 万人）が南北に貫流しています。 

また、岡山県にまたがる形で中国地方最高峰の⼤山（1,729m）がそびえており、その地下水は⼤
⼿飲料メーカーで利⽤されるなど良質な水源として認識されている一方、ブロック内でも水源の水質や水
量にばらつきが⼤きいといった特徴があります。 
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＜アンケート調査の実施＞ 
本プランの作成にあたって、市町に以下の項目についてアンケート調査を実施しています。 
以降の図表で出典が「市町へのアンケート調査結果」と記載されているものについては、本アンケート

調査の結果から作成しています。 
 
＜経営状況等に関するアンケート調査の概要＞ 

調査項目 調査基準年度 
1 水安全計画の策定状況 平成 30 年度（★） 
2 緊急時対応マニュアル等の整備状況 平成 30 年度（★） 
3 災害時連携体制 平成 30 年度（★） 
4 業務委託の状況 平成 30 年度（★） 
5 耐震化計画の策定状況 平成 30 年度（★） 
6 アセットマネジメントの実施状況 平成 30 年度（★） 
7 事務分類ごとの職員従事割合 平成 30 年度 
8 料⾦の納付方法 平成 30 年度 
9 直近の料⾦改定実績及び将来の料⾦改定に関する考え方 平成 30 年度 
10 基準外繰⼊⾦の考え方 平成 30 年度 
11 企業債発⾏の考え方 平成 30 年度 

12 
その他、技術的な課題、主要施設の更新予定、将来の経営目標
設定の有無（設定している場合はその考え方）など 

平成 30 年度 

（★）令和 2 年度に再調査を実施 
 

＜広域連携（ソフトメニュー）の希望に関するアンケート調査の概要＞ 
メニュー 調査項目① 調査項目② 調査項目③ 

システム共同化 

【共通】 
希望の有無 

【共通】 
実施時期 
・短期（5 年以内） 
・中期（6 年〜10 年） 
・⻑期（11 年目〜） 

希望するシステム 

事務の共同委託 希望する事務 

第三者組織による業務補助 希望する事務 

スマートメーター - 

※調査項目②③は①で「希望する」を回答した場合のみ 
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2. 現状と将来⾒通し 
 
2.1. 現状把握・分析 
(ア) 自然・社会的条件に関すること 

① 水道事業者の状況 
令和 2 年度末時点で、本県には上水道事業が 12 事業、簡易水道事業が 83 事業あり、

小規模な簡易水道事業が数多く存在しているという特徴があります。 
 

【表２ 水道事業者の状況（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓鳥取県の水道の現況） 
  

事業有無 認可事業数 事業有無 認可事業数
鳥取市 ○ 1 ○ 1
米子市 ○ 1 － －
倉吉市 ○ 1 ○ 6
岩美町 ○ 1 － －
智頭町 ○ 1 ○ 15
三朝町 ○ 1 ○ 18

湯梨浜町 ○ 1 ○ 6
琴浦町 ○ 1 － －
北栄町 ○ 1 － －
⼤山町 ○ 1 － －
南部町 ○ 1 － －
伯耆町 ○ 1 － －
若桜町 － － ○ 1
八頭町 － － ○ 17
日南町 － － ○ 11
日野町 － － ○ 7
江府町 － － ○ 1
合計 12 12 10 83

団体名 上水道事業 簡易水道事業
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② 給水人口 
本県の給水人口は全国で最も少なく、直近 5 年間の推移では毎年約 0.7〜0.8%ずつ減

少し、令和 2 年度末時点で 540,111 人となっています。 
この傾向は、将来の人口減少を踏まえると今後も続いていくと予想されます。なお、平成 29

年度及び令和 2 年度の上水道事業の給水人口が増加しているのは、簡易水道事業を統合
した影響によるものです。 

団体別では、東部の鳥取市及び⻄部の米子市で県全体の給水人口の 3 分の 2 以上を
占めており、水道利⽤者が特定地域に集中していることが分かります。 

 
【表３ 給水人口の推移】 

 
（出典︓決算統計） 

 
【図２ 給水人口の推移】 

（出典︓決算統計） 
 
 

H28 H29 H30 R1 R2
上水道事業の給水人口（人） 485,581 510,866 507,409 506,853 508,847
簡易水道事業の給水人口（人） 71,291 41,114 40,454 37,063 31,264
給水人口　合計（人） 556,872 551,980 547,863 543,916 540,111
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【表４ 給水人口（令和 2 年度末時点）】 

 
（出典︓決算統計） 

 
【表５ 普及率（令和 2 年度末時点）】 

 
（出典︓決算統計） 

  

団体名 上水道（人） 簡易水道（人） 合計（人） 割合（％）
鳥取市 183,338 - 183,338 33.9%
岩美町 11,043 - 11,043 2.0%
智頭町 2,336 1,940 4,276 0.8%
若桜町 - 2,936 2,936 0.5%
八頭町 - 16,388 16,388 3.0%
倉吉市 44,316 - 44,316 8.2%
三朝町 4,417 1,844 6,261 1.2%
湯梨浜町 16,237 - 16,237 3.0%
琴浦町 15,425 - 15,425 2.9%
北栄町 14,617 - 14,617 2.7%
米子市 182,320 - 182,320 33.8%
⼤山町 14,126 - 14,126 2.6%
南部町 10,548 - 10,548 2.0%
伯耆町 10,124 - 10,124 1.9%
日南町 - 3,181 3,181 0.6%
日野町 - 2,265 2,265 0.4%
江府町 - 2,710 2,710 0.5%

東部

中部

⻄部

上水道 簡易水道 合計
b

上水道 簡易水道 合計
c

鳥取市 185,157 188,000 - 188,000 183,338 - 183,338 99.0
岩美町 11,219 10,707 - 10,707 11,043 - 11,043 98.4
智頭町 6,662 5,010 5,082 10,092 2,336 1,940 4,276 64.2
若桜町 3,020 - 3,353 3,353 - 2,936 2,936 97.2
八頭町 16,637 - 22,280 22,280 - 16,388 16,388 98.5
倉吉市 45,956 56,394 - 56,394 44,316 - 44,316 96.4
三朝町 6,289 6,000 4,559 10,559 4,417 1,844 6,261 99.6
湯梨浜町 16,695 18,471 - 18,471 16,237 - 16,237 97.3
琴浦町 16,888 16,401 - 16,401 15,425 - 15,425 91.3
北栄町 14,720 16,037 - 16,037 14,617 - 14,617 99.3
米子市 183,671 186,400 - 186,400 182,320 - 182,320 99.3
⼤山町 15,822 14,885 - 14,885 14,126 - 14,126 89.3
南部町 10,580 10,658 - 10,658 10,548 - 10,548 99.7
伯耆町 10,740 10,402 - 10,402 10,124 - 10,124 94.3
日南町 4,350 - 5,242 5,242 - 3,181 3,181 73.1
日野町 2,958 - 3,614 3,614 - 2,265 2,265 76.6
江府町 2,737 - 3,065 3,065 - 2,710 2,710 99.0

普及率
（％）
d=c/a

東部

中部

⻄部

団体名
⾏政区域内
人口（人）

a

計画給水人口（人） 現在給水人口（人）
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③ 水需要 
総配水量及び有収水量についても、給水人口と同様に減少傾向にあります。 
団体別でも、給水人口と同様、鳥取市と米子市で本県全体の 3 分の 2 以上を占めていま

す。 
また、配水量（作った水の量）と有収水量（料⾦収⼊につながった水の量）の比率である

有収率については、県内平均で 87.08%となっていますが、一部の団体では 70%程度となっ
ており、漏水調査修理等による今後の有収率向上に向けた取組みが必要と考えます。 

 
【表６ 年間総配水量と有収水量の推移】 

 
（出典︓決算統計） 

 
【図３ 年間総配水量と有収水量の推移】 

（出典︓決算統計） 
※有収水量︓料⾦徴収の対象となる水量 
※有収率︓総配水量における有収水量（料⾦収⼊につながったもの）の割合 

 
  

H28 H29 H30 R1 R2
年間総配水量（千㎥） 70,846.46 71,046.82 69,356.45 68,150.60 69,158.59
年間総有収水量（千㎥） 62,222.19 62,147.42 61,158.81 59,840.72 60,225.72
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【表７ 年間総配水量と有収水量（令和 2 年度末時点）】 

 
（出典︓決算統計） 

 
【図４ 有収率（令和 2 年度末時点）】 

 
（出典︓決算統計） 

  

団体名 事業 年間総配水量
（千㎥）

割合
（％）

年間総有収水量
（千㎥）

割合
（％）

鳥取市 上水道 22,673.55 32.8% 20,553.64 34.1%
岩美町 上水道 1,336.92 1.9% 1,119.93 1.9%
智頭町 上水道 374.93 0.5% 269.15 0.4%
若桜町 簡易水道 452.64 0.7% 346.01 0.6%
智頭町 簡易水道 206.54 0.3% 154.89 0.3%
八頭町 簡易水道 1,931.06 2.8% 1,489.33 2.5%
倉吉市 上水道 6,974.98 10.1% 5,443.59 9.0%
三朝町 上水道 846.54 1.2% 668.63 1.1%
湯梨浜町 上水道 2,164.51 3.1% 1,765.85 2.9%
琴浦町 上水道 1,960.23 2.8% 1,540.03 2.6%
北栄町 上水道 1,831.33 2.6% 1,498.60 2.5%
三朝町 簡易水道 162.19 0.2% 162.19 0.3%
米子市 上水道 22,558.19 32.6% 20,541.18 34.1%
⼤山町 上水道 1,877.95 2.7% 1,449.88 2.4%
南部町 上水道 1,296.57 1.9% 1,138.09 1.9%
伯耆町 上水道 1,193.31 1.7% 1,103.81 1.8%
日南町 簡易水道 478.22 0.7% 361.42 0.6%
日野町 簡易水道 362.24 0.5% 287.66 0.5%
江府町 簡易水道 476.70 0.7% 331.85 0.6%
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④ 産業構造 
本県の上水道事業における有収水量は、家庭⽤が 7 割以上を占めており、それ以外が工

業⽤・その他となっています。 
産業区分別の事業所数をみると、「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」「⽣活関

連サービス業、娯楽業」の順に多く、工業⽤・その他の水使⽤に関しては当該業種が主になっ
ていると考えられます。また、これらの中心的な業種については、いずれも前回の平成 28 年度
調査から事業所数が減少しており、今後の企業動向に注視する必要があるといえます。 

なお、市町別の事業所数では、鳥取市の 8,358 事業所、米子市の 6,454 事業所で全
体の 6 割強を占めており、一部の市町に偏在していることが分かります。 

 
【図５ 有収水量内訳の推移（上水道事業）】 

（出典︓決算統計） 
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【表８ 産業区分別の事業所数】 

（出典︓令和 3 年経済センサス-活動調査速報集計（鳥取県の概要）） 
【表９ 団体別の事業所数】 

（出典︓令和 3 年経済センサス-活動調査速報集計（鳥取県の概要））  

平成28年度
事業所数 a

令和3年度
事業所数 b

R3構成比
（％）

b-a

ＡＢ 農林漁業（個人経営を除く） 343 442 1.9% 99
Ｃ 鉱業，採⽯業，砂利採取業 6 6 0.0% 0
Ｄ 建設業 2,292 2,210 9.3% -82
Ｅ 製造業 1,517 1,428 6.0% -89
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 23 41 0.2% 18
Ｇ 情報通信業 230 233 1.0% 3
Ｈ 運輸業，郵便業 521 502 2.1% -19
Ｉ 卸売業，小売業 6,938 5,971 25.0% -967
Ｊ ⾦融業，保険業 565 485 2.0% -80
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,253 1,213 5.1% -40
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 971 956 4.0% -15
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 3,258 2,820 11.8% -438
Ｎ ⽣活関連サービス業，娯楽業 2,574 2,372 9.9% -202
Ｏ 教育，学習支援業 712 721 3.0% 9
Ｐ 医療，福祉 2,157 2,230 9.3% 73
Ｑ 複合サービス事業 334 317 1.3% -17
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 2,024 1,944 8.1% -80

25,718 23,891 － -1,827

区分

合計

団体名 平成28年度
事業所数 a

令和3年度
事業所数 b

R3構成比
（％）

b-a

鳥取市 9,018 8,358 35.0% -660
米子市 6,955 6,454 27.0% -501
倉吉市 2,881 2,733 11.4% -148
境港市 1,465 1,386 5.8% -79
岩美町 391 344 1.4% -47
若桜町 157 152 0.6% -5
智頭町 303 296 1.2% -7
八頭町 519 510 2.1% -9
三朝町 231 190 0.8% -41
湯梨浜町 559 525 2.2% -34
琴浦町 722 651 2.7% -71
北栄町 580 516 2.2% -64
日吉津村 282 255 1.1% -27
⼤山町 525 476 2.0% -49
南部町 253 248 1.0% -5
伯耆町 322 298 1.2% -24
日南町 256 240 1.0% -16
日野町 182 155 0.6% -27
江府町 117 104 0.4% -13
県　計 25,718 23,891 － -1,827
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(イ) 水道事業のサービスの質に関すること 
① 安全な水の確保 

厚⽣労働省は、平成 20 年 5 月に公表した水安全計画策定ガイドラインで「水源から給
水栓に至る水道システムに存在する危害を抽出・特定し、それらを継続的に監視・制御するこ
とにより、安全な水の供給を確実にするシステムづくりを目指すもの」として、水安全計画の策
定を水道事業体に対して推奨しています。 

本県における水安全計画の整備率は 25%となっており、将来の安定的な水道の供給を
確保する観点から、未整備の団体について計画の策定が望まれます。 
 

【表 10 水安全計画の策定状況（令和 2 年度末時点）】 

 
※湯梨浜町の簡易水道事業については、アンケート調査実施時点で水道事業と統合済みであったため
記載を省略しています（以降のアンケート調査結果も同様）。 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
 

  

団体名 事業 整備済 整備中 未整備 整備率
鳥取市 上水道 ○
岩美町 上水道 ○
智頭町 上水道 ○
若桜町 簡易水道 ○
智頭町 簡易水道 ○
八頭町 簡易水道 ○

2 0 4 33.3%
倉吉市 上水道 ○
三朝町 上水道 ○
湯梨浜町 上水道 ○
琴浦町 上水道 ○
北栄町 上水道 ○
倉吉市 簡易水道 ○
三朝町 簡易水道 ○

2 0 5 28.6%
米子市 上水道 ○
⼤山町 上水道 ○
南部町 上水道 ○
伯耆町 上水道 ○
日南町 簡易水道 ○
日野町 簡易水道 ○
江府町 簡易水道 ○

1 0 6 14.3%
5 0 15 25.0%合計

東部合計

中部合計

⻄部合計

東部

中部

⻄部
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② 災害時の体制 
水道事業の継続的なサービス提供を実現するためには、緊急時における対応マニュアルや

近隣団体等との災害時の連携体制の構築が重要になります。 
本県の緊急時における対応マニュアルの整備状況は【表11 緊急時対応マニュアル等の整

備状況（令和 2 年度末時点）】のとおりです。地震対策マニュアル、風水害対策マニュアル、
BCP（事業継続計画）の整備率は 50%以上となっていますが、その他のマニュアル等につい
ては整備率が低い水準にあります。 

また、県内の市町における災害時の連携体制については【表 12 県内の災害時連携体制
（令和 2 年度末時点）】のとおりです。 

 
【表 11 緊急時対応マニュアル等の整備状況（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 

マニュアル名 整備済 整備中 未整備 整備率
地震対策マニュアル 11 0 8 57.9%
風水害対策マニュアル 10 0 9 52.6%
水質汚染事故対策マニュアル 3 0 16 15.8%
施設事故対策マニュアル 2 0 17 10.5%
管路事故対策マニュアル 2 0 17 10.5%
給水装置凍結事故対策マニュアル 3 0 16 15.8%
停電対策マニュアル 1 0 18 5.3%
渇水対策マニュアル 2 0 17 10.5%
非常時の水運⽤マニュアル 1 0 18 5.3%
応急給水マニュアル 4 0 15 21.1%
テロ対策マニュアル 3 0 16 15.8%
災害時相互応援協定策定マニュアル 3 0 16 15.8%
新型インフルエンザ対策マニュアル 8 0 11 42.1%
水道分野における情報セキュリティガイドライン 1 0 18 5.3%
BCP（事業継続計画） 13 0 6 68.4%
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【表 12 県内の災害時連携体制（令和 2 年度末時点）】 

協定等の名称 連携団体 
協定等 

締結年月日 
内容 

災害時の相互応援に関する協定 鳥取県、県内全市町村 
平成 8 年 
3 月 

飲料水の供給及び必要な
資機材の提供（水道災
害以外を含む） 

水道水汚染時の給水に関する協定 鳥取市、倉吉市 
平成 13 年 
4 月 

クリプトスポリジウムによる水
道水汚染時の応急給水
支援 

災害時における水道及び工業⽤水
道の応急対策業務等に関する基本
協定 

米子市、⼤山町、南部町、伯
耆町、日南町、日野町、江府
町 

平成 13 年 
11 月 

応急対策活動の支援等 

災害時における水道の応急対策業
務に関する協定 

倉吉市、湯梨浜町､三朝町､
北栄町､琴浦町、一般社団法
人鳥取県管工事業協会、中
部管工事業協同組合 

平成 17 年
11 月 

応急対策活動の支援等 

災害時における水道及び工業⽤水
道の応急対策業務等に関する基本
協定 

鳥取市、岩美町、智頭町、若
桜町、八頭町、鳥取県企業
局、鳥取県管工事業協会 

平成 18 年 
2 月 

応急対策活動の支援等 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
※災害時連携体制については、日本水道協会による全国的な相互応援体制は除き、他の水道事業
体と個別に連携体制を構築しているものを記載しています。 

 
(ウ) 経営体制に関すること 

① 職員の状況 
市町別の職員数をみると、鳥取市、倉吉市、米子市以外の市町における水道事業又は簡

易水道事業においては、職員数が 5 人以下となっており、少人数で多岐にわたる業務を⾏って
いることが推察できます。 

年代別の構成をみると、いずれのブロックにおいても 40 歳以上の年代が多くなっています。特
に、⻄部ブロックにおいては 50〜59 歳の年代が最も多く、団体によっては職員が 1 名のケース
や 40 代以下の職員がいないケースもあるため、技術的なノウハウや業務を引継ぐ人員の確保
が課題であると言えます。 
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【表 13 職員の状況（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓水道統計） 

（人）

30歳
未満

30〜
39歳

40〜
49歳

50〜
59歳

60歳
以上

計 30歳
未満

30〜
39歳

40〜
49歳

50〜
59歳

60歳
以上

計 30歳
未満

30〜
39歳

40〜
49歳

50〜
59歳

60歳
以上

計

鳥取市 上水道 6 3 18 10 2 39 5 13 26 18 4 66 0 0 0 0 0 0 105
岩美町 上水道 0 1 1 0 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3
智頭町 上/簡易 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2
若桜町 簡易 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2
八頭町 簡易 0 1 3 1 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

7 5 22 12 2 48 5 13 27 19 4 68 0 0 0 1 0 1 117
倉吉市 上/簡易 1 2 5 4 0 12 0 6 7 7 0 20 0 0 0 0 0 0 32
三朝町 上/簡易 0 0 1 1 0 2 0 1 1 0 1 3 0 0 0 0 0 0 5
湯梨浜町 上水道 0 2 1 1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4
琴浦町 上水道 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2 0 0 0 0 0 0 2
北栄町 上水道 1 0 0 1 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3
湯梨浜町 簡易 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

2 5 7 7 0 21 0 7 10 8 1 26 0 0 0 0 0 0 47
米子市 上水道 1 2 10 15 0 28 6 7 26 29 5 73 0 0 0 0 0 0 101
⼤山町 上水道 0 0 3 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
南部町 上水道 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
伯耆町 上水道 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
日南町 簡易 0 0 1 1 0 2 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3
日野町 簡易 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
江府町 簡易 1 0 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

4 3 15 16 0 38 6 7 27 29 5 74 0 0 0 0 0 0 112
13 13 44 35 2 107 11 27 64 56 10 168 0 0 0 1 0 1 276合計

合計

中部

⻄部

事業

東部合計

中部合計

⻄部合計

団体名
事務職 技術職 技能労務職

東部
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【図６ 県内全体の職別・年代別職員数（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓水道統計） 
 

【図７ 東部ブロックの職別・年代別職員数（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓水道統計） 
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【図８ 中部ブロックの職別・年代別職員数（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓水道統計） 
 

【図９ ⻄部ブロックの職別・年齢別職員数（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓水道統計） 
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② 業務委託の状況 
県内水道事業者における業務委託の状況を以下に記載しています。 
総務・経理関係の業務は、ほとんどの事業体が直営で実施している一方、営業関係の業

務（検針業務、検満メーターの取替、水質試験・ 検査業務）については委託もみられます。 
 

【図 10 業務委託の状況－総務・経理関係（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
 

【図 11 業務委託の状況－営業関係（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
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【図 12 業務委託の状況－給水装置関係（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
 

【図 13 業務委託の状況－建設・工務関係（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
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【図 14 業務委託の状況－維持管理関係（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
 

③ 広域化のこれまでの取組み 
（１）米子市水道局による境港市及び日吉津村への給水 

米子市水道局では、昭和 33 年に境港市と給水について協定を締結し、境港市域の配水
管の整備を⾏ったうえ、昭和 34 年から境港市への給水を⾏っています。更に、昭和 57 年に
は日吉津村を給水区域に編⼊することにより、米子市、境港市及び日吉津村の２市１村を
給水区域とする広域的な水道事業を⾏っています。 

 
（２）各市町の簡易水道事業統合による事業効率化 

厚⽣労働省は、簡易水道の統合を促進するため、平成 19 年に簡易水道等施設整備費
国庫補助⾦交付要綱の⼤幅改正を⾏いました。これにより、統合の期限が平成 28 年度ま
でとされ、それ以後の簡易水道施設整備の国庫補助については一部を除いて受けられなくな
りました。 

また、総務省から公営企業会計の適⽤に係る要請がなされ（平成 31 年 1 月）、人口
３万人未満の市町村等においても令和５年度までに財務規定等を適⽤するよう求められま
した。 

こういった流れを受け、会計の⾒える化、財政の健全化、水道料⾦の統一といった事業の
持続可能性の向上を目的として、平成 21 年３月末に 202 あった簡易水道事業は、平成
31 年３月末には 96 にまで統合が進みました。 
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(エ) 施設等の状況に関すること 
① 水源の状況 

本県の上水道事業及び簡易水道事業の主な水源は、伏流水 35.7%、深井⼾ 31.3%、
浅井⼾29.5%であり、本県の安定的な水道の供給は、豊富な地下水資源により支えられて
いることが分かります。 

 
【図 15 取水量（令和 2 年度実績）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典︓鳥取県の水道の現況） 
 

【表 14 取水量（令和 2 年度実績）】 
 

 
 
 
 
 
 

（出典︓鳥取県の水道の現況） 
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② 給水能⼒ 
本県の給水能⼒は、県全体で 330,920 ㎥/日であり、ブロック別でみると、東部が

121,297 ㎥/日、中部が 82,472 ㎥/日、⻄部が 127,151 ㎥/日となっています。 
施設利⽤率では、東部が 60.9%、中部が 46.3%、⻄部が 60.9%となっており、中部が

比較的余剰能⼒を持っていることが分かります。ただし、需要の季節変動が⼤きい水道事業
においては、最⼤稼働率、負荷率と併せて施設の効率性を⾒ることが必要です。 

本県公営企業法適⽤事業体に係る施設利⽤率、最⼤稼働率、負荷率について、水道
統計から集計した全国平均値と比較したところ、最⼤稼働率は全国平均値よりも高い団体
が多い一方、負荷率については 1 団体を除いて全国平均値を下回っているという結果になり
ました。 

 
【表 15 配水量・給水能⼒・施設利⽤率・最⼤稼働率・負荷率の状況（令和 2 年度末時点）】 

 
（出典︓決算統計から算定） 

※施設利⽤率︓1 日配水能⼒に対する 1 日平均配水量の割合 
※最⼤稼働率︓1 日配水能⼒に対する 1 日最⼤配水量の割合 
※負荷率︓1 日最⼤配水量に対する 1 日平均配水量の割合 
 
  

団体名 事業
一日平均配水量

（㎥／日）
a

一日最⼤配水量
（㎥／日）

b

給水能⼒
（㎥／日）

c

施設利⽤率
（％）
d=a/c

最⼤稼働率
（％）
e=b/c

負荷率
（％）
f=a/b

鳥取市 上水道 62,119 80,958 99,520 62.4 81.3 76.7
岩美町 上水道 3,663 5,693 5,793 63.2 98.3 64.3
智頭町 上水道 1,027 1,778 2,550 40.3 69.7 57.8
若桜町 簡易水道 1,240 1,780 3,282 37.8 54.2 69.7
智頭町 簡易水道 566 769 894 63.3 86.0 73.6
八頭町 簡易水道 5,291 7,786 9,258 57.1 84.1 67.9

73,906 98,764 121,297 60.9 81.4 74.8
倉吉市 上水道 19,110 26,769 35,450 53.9 75.5 71.4
三朝町 上水道 2,319 3,348 7,200 32.2 46.5 69.3
湯梨浜町 上水道 5,930 7,187 11,699 50.7 61.4 82.5
琴浦町 上水道 5,371 12,694 18,183 29.5 69.8 42.3
北栄町 上水道 5,017 7,639 9,018 55.6 84.7 65.7
三朝町 簡易水道 444 444 922 48.2 48.2 100.1

38,191 58,081 82,472 46.3 70.4 65.8
米子市 上水道 61,803 79,762 96,300 64.2 82.8 77.5
⼤山町 上水道 5,145 9,602 11,030 46.6 87.1 53.6
南部町 上水道 3,552 4,733 7,486 47.4 63.2 75.0
伯耆町 上水道 3,269 4,577 5,068 64.5 90.3 71.4
日南町 簡易水道 1,310 1,350 2,089 62.7 64.6 97.0
日野町 簡易水道 992 1,344 2,020 49.1 66.5 73.8
江府町 簡易水道 1,306 2,060 3,158 41.4 65.2 63.4

77,377 103,428 127,151 60.9 81.3 74.8
189,474 260,273 330,920 57.3 78.7 72.8合計

東部

東部合計

中部

中部合計

⻄部

⻄部合計
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【図 16 施設利⽤率の比較（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓全国平均は水道統計、県内市町数値は決算統計から算定） 
 

【図 17 最⼤稼働率の比較（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓全国平均は水道統計、県内市町数値は決算統計から算定） 
 

【図 18 負荷率の比較（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓全国平均は水道統計、県内市町数値は決算統計から算定） 
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③ 施設等（管路除く）の状況 
本県における管路以外の施設等の状況は以下のとおりです。 

 
【表 16 施設等の状況（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓決算統計） 
 
 
 
  

団体名 事業 浄水場 配水池
鳥取市 上水道 82 140
岩美町 上水道 10 21
智頭町 上水道 3 4
若桜町 簡易水道 6 15
智頭町 簡易水道 20 20
八頭町 簡易水道 1 30

122 230
倉吉市 上水道 0 36
三朝町 上水道 3 8
湯梨浜町 上水道 9 17
琴浦町 上水道 0 18
北栄町 上水道 6 7
三朝町 簡易水道 0 38

18 124
米子市 上水道 12 23
⼤山町 上水道 20 39
南部町 上水道 15 21
伯耆町 上水道 24 35
日南町 簡易水道 3 16
日野町 簡易水道 2 16
江府町 簡易水道 21 28

97 178
237 532合計

東部

東部合計

中部

中部合計

⻄部

⻄部合計
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④ 管路の状況 
本県の管路の布設状況は以下のとおりです。 
導水管や送水管などの「基幹管路」と呼ばれる管路の耐震適合率は 25.9%で、全国で 4

番目に低い水準となっています。国では、将来の⼤規模地震発⽣に備え、水道の基幹管路
の耐震適合率を 2022 年度末までに 50%以上に引き上げる目標を掲げており、本県水道
事業においても引き続き管路の耐震化に取り組む必要があります。 
 

【表 17 市町別の管路の布設状況（令和 2 年度末時点）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典︓「鳥取県の水道の現況」より作成） 
  

（単位︓ｍ）

市町村名 区　分 鋳鉄管 ダクタイル
鋳鉄管

鋼　管 ⽯　綿
ｾﾒﾝﾄ管

硬質塩化
ビニル管

ｺﾝｸﾘｰﾄ
管

鉛管 ポリエチレン
管

ｽﾃﾝﾚｽ管 その他 計

上水道 14,372 922,032 34,885 0 671,915 356 0 118,548 2,043 0 1,764,151
簡易水道 0 0 0 0 1,011 0 0 202 － 0 1,213

岩美町 上水道 3,456 27,561 2,527 105 73,416 0 0 14,961 21 50 122,097
若桜町 簡易水道 0 0 764 813 61,885 0 0 12,131 － 0 75,593

上水道 1,073 1,129 696 491 21,602 0 0 3,197 39 0 28,227
簡易水道 2,673 70 5,826 4,695 24,559 0 0 0 － 543 38,366

八頭町 簡易水道 254 24,931 3,753 0 181,401 0 0 9,241 － 0 219,580
上水道 1,698 154,809 2,171 0 211,169 0 0 5,875 2,108 2,084 379,914

簡易水道 0 16,171 4,506 0 124,923 0 0 4,510 － 8,656 158,766
上水道 0 15,917 1,915 0 35,128 0 0 5,401 0 0 58,361

簡易水道 0 1,530 1,360 0 29,333 0 0 14,704 － 0 46,927
上水道 1,322 12,059 1,702 1,157 82,535 0 0 10,075 22 0 108,872

簡易水道 0 1,092 619 0 31,346 0 0 894 － 0 33,951
琴浦町 上水道 0 59,292 2,192 1,680 99,294 0 0 4,554 163 0 167,175
北栄町 上水道 0 38,221 492 266 133,091 0 0 18,243 0 0 190,313
米子市 上水道 1,631 774,943 16,068 38 337,641 0 0 158,584 1,235 0 1,290,140
⼤山町 上水道 0 16,376 709 16,992 168,253 0 0 6,873 44 3,812 213,059
南部町 上水道 0 29,615 2,237 90 92,495 0 0 1,419 0 1,877 127,733
伯耆町 上水道 280 13,503 5,108 1,020 163,644 0 0 11,798 0 0 195,353
日南町 簡易水道 0 271 692 0 119,894 0 0 938 － 1,023 122,818
日野町 簡易水道 191 433 467 95 41,134 0 0 1,042 － 0 43,362
江府町 簡易水道 0 1,772 1,087 0 63,166 0 0 5,999 － 0 72,024

上　水 23,832 2,065,457 70,702 21,839 2,090,183 356 0 359,528 5,675 7,823 4,645,395
簡　水 3,118 46,270 19,074 5,603 678,652 0 0 49,661 0 10,222 812,600

計 26,950 2,111,727 89,776 27,442 2,768,835 356 0 409,189 5,675 18,045 5,457,995
簡易水道の調査においては、ステンレス管の区別を⾏っていないため「その他」に含まれる。

合　計

鳥取市

智頭町

倉吉市

三朝町

湯梨浜町
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【図 19 全国の耐震適合率（令和 2 年度末時点）】 

 
（出典︓厚⽣労働省「水道事業における耐震化の状況」より作成） 
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⑤ 耐震化計画の策定状況 
厚⽣労働省は、「水道の耐震化計画等策定指針」（平成 27 年 6 月公表）において、

「⼤規模地震等において、住⺠の⽣活等を守り、水使⽤における不便、不安が⽣じないように
安定した給水を⾏うためには、水道施設全体を更新等により耐震化して地震による被害を未
然に防ぐことが必要である」として、耐震化計画等の策定を水道事業者に対して推奨していま
す。 

本県における耐震化計画の整備率は、県全体で 25.0%となっており、ブロック別では、東
部が 0%（令和 2 年度末時点で 1 団体が整備中）、中部が 57.1%、⻄部が 14.3%と
なっています。④管路の状況でも記載したとおり、将来の⼤規模地震発⽣に備え、早急な耐
震化計画の策定が望まれます。 
 

【表 18 耐震化計画の策定状況（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
 

  

団体名 事業 整備済 整備中 未整備 整備率
鳥取市 上水道 ○
岩美町 上水道 ○
智頭町 上水道 ○
若桜町 簡易水道 ○
智頭町 簡易水道 ○
八頭町 簡易水道 ○

0 1 5 0.0%
倉吉市 上水道 ○
三朝町 上水道 ○
湯梨浜町 上水道 ○
琴浦町 上水道 ○
北栄町 上水道 ○
倉吉市 簡易水道 ○
三朝町 簡易水道 ○

4 1 2 57.1%
米子市 上水道 ○
⼤山町 上水道 ○
南部町 上水道 ○
伯耆町 上水道 ○
日南町 簡易水道 ○
日野町 簡易水道 ○
江府町 簡易水道 ○

1 0 6 14.3%
5 2 13 25.0%合計

東部

東部合計

中部

中部合計

⻄部

⻄部合計
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⑥ アセットマネジメントの実施状況 
厚⽣労働省は、平成 21 年７月公表した『水道事業におけるアセットマネジメント（資産

管理）に関する⼿引き』において、「⻑期的な水需要の減少や施設更新需要の増⼤が問題
となっている水道事業を持続可能なものとするために、中⻑期的な視点に⽴って技術的な知
⾒に基づいた施設整備・更新需要の⾒通しについて検討し、着実な更新投資を⾏う必要が
ある。」として、水道事業に対してアセットマネジメントの実施を推奨しています。 

また、平成 30 年 12 月の水道法改正において、水道事業者及び水道⽤水供給事業者
は、将来にわたって安定的に水道事業等を経営するため、⻑期的な視野に⽴った計画的な
資産管理（アセットマネジメント）を⾏い、更新の需要を的確に把握した上で、必要な財源
を確保し、水道施設の計画的な更新に努めることが加えられました。 

本県におけるアセットマネジメントの実施状況は、県全体で 60.0%（12 団体）と、全国
のアセットマネジメント実施率 87.9%（令和 2 年度時点）を下回っています。 

 
＜アセットマネジメントについて＞ 

アセットマネジメントとは、水道施設の状態評価や寿命予測を実施し、⻑期的な財政収支に
基づいて各施設を適切に維持管理することにより、効率的で効果的な水道施設の運営を⾏う取
組をいいます。 

アセットマネジメントにおける更新需要・財政収支⾒通しには複数の検討⼿法があり、「水道事
業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する⼿引き」（厚⽣労働省）で示されている
下表の検討⼿法を基に、各団体のデータの整備状況に応じて実施することになります。 

 
【表 19 アセットマネジメントにおける更新需要・財政収支⾒通しの検討⼿法】 

【更新需要⾒通しの検討⼿法】  
タイプ 1 

（簡略型） 
固定資産台帳などの基礎データがない場合に、過去の投資額（建設改良費等）
や類似施設の情報等をもとに更新需要を算定する方法 

タイプ 2 
（簡略型） 

固定資産台帳などの基礎データはあるが更新工事と整合がとれない場合に、資産
を経過年数（年齢）別に集計した結果を⽤いて更新時期を設定し、更新需要を
算定する方法 

タイプ 3 
（標準型） 

更新工事と整合した固定資産台帳などの基礎データがある場合に、取得年度や布
設年度別のデータ等を基に、法定耐⽤年数や経過年数などを参考にして重要度に
応じた更新時期を設定し、更新需要を算定する方法 
（さらに、機能診断や耐震診断結果等に基づき、個別施設ごとに耐震化等を考慮
した事業の前倒しや補修等による更新時期の最適化を検討） 

タイプ 4 
（詳細型） 

将来の水需要等の推移を踏まえ、再構築や施設規模の適正化を考慮して更新需
要を算定する方法 

（出典︓「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する⼿引き」より作成）） 
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【財政収支⾒通しの検討⼿法】 
タイプ A 

（簡略型） 
地方公営企業法を適⽤していない等、財政収支⾒通しを検討するための必要な
基礎データ等がない場合に、更新事業費の⼤きさで実施可能性を検討する方法 

タイプ B 
（簡略型） 

将来の需要動向が不確実、⼤幅な料⾦改定を検討しているなど、給水収益の⾒
通しが⽴てにくい（収益的収支の検討ができない）場合に、資本的収支を算定し
て資⾦残高から事業の実施可能性や更新財源の確保を検討する方法 

タイプ C 
（標準型） 

一定の条件下で収益的収支、資本的収支、資⾦収支等の検討が可能な場合
に、別途算定した更新需要に対して簡易な財政シミュレーションを⾏い、資⾦残高
や企業債残高を把握する方法 

タイプ D 
（詳細型） 

水道料⾦、損益勘定留保資⾦等（内部留保資⾦）、企業債残高の水準等の
更新需要以外の変動要素を考慮して資⾦残高を検討する方法 

（出典︓「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する⼿引き」より作成） 
 

【表 20 アセットマネジメントの実施状況（令和 2 年度末時点）】 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
  

実施済 実施年度 検討⼿法
鳥取市 上水道 ○ 平成28年度 タイプ３C
岩美町 上水道 ○ 平成27年度 タイプ１A
智頭町 上水道 ○ 令和2年度 タイプ３C
若桜町 簡易水道 ○
智頭町 簡易水道 ○
八頭町 簡易水道 ○

3 3 50.0%
倉吉市 上水道 ○ 平成26年度 タイプ２C
三朝町 上水道 ○
湯梨浜町 上水道 ○ 平成29年度 タイプ１A
琴浦町 上水道 ○ 令和2年度 タイプ４D
北栄町 上水道 ○
倉吉市 簡易水道 ○
三朝町 簡易水道 ○

3 4 42.9%
米子市 上水道 ○ 平成27年度 タイプ４D
⼤山町 上水道 ○ 令和元年度 タイプ３C
南部町 上水道 ○ 令和元年度 タイプ３C
伯耆町 上水道 ○ 平成28年度 タイプ１A
日南町 簡易水道 ○ 令和元年度 タイプ３C
日野町 簡易水道 ○
江府町 簡易水道 ○ 平成30年度 タイプ３C

6 1 85.7%
12 8 60.0%合計

実施済
実施率団体名 事業

東部

東部合計

中部

中部合計

⻄部

⻄部合計

未実施
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(オ) 経営指標に関すること 
① 経営指標選定の考え方について 

経営指標分析では、比較可能性と明瞭性を重視し、総務省「経営比較分析表」や日本
水道協会「水道事業ガイドライン」に示され、広く一般に使われている経営指標を使⽤してい
ます。 

そのため、経営指標は全て後述の計算式に基づいて算定しており、各団体の事情を鑑みた
調整等は⾏っておりません（例えば、「職員 1 人当たり有収水量」の職員数については、実態
として他事業との兼務を⾏っている市町もありますが、ここでは各団体の損益勘定職員の公表
数値を機械的に使⽤しています）。 

また、水道事業の経営指標には様々なものがありますが、あまりに多くの指標を⽤いると視
点が複雑化し、明瞭性が損なわれる恐れがあります。 

そこで、本県では、全国的な水道事業の課題（職員不⾜、資産の⽼朽化、将来の料⾦
収⼊減等）が本県の想定課題にも該当するとの仮定に基づき、「ヒト」「モノ」「カネ」の視点か
ら下表の 6 つの指標を主要経営指標として選定しました。 

 
【図 20 主要経営指標の選定イメージ】 

 

 
 

 
  

主要な経営指標を絞り込み

想定課題
から逆算

明瞭性

比較
可能性
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【表 21 主要経営指標の一覧】 
分類 経営指標 指標の意味 計算式 

ヒト 
職員 1 人当たり
有収水量 

職員の労働⽣産性を水量の視点から示し、指
標が高いほど職員 1 人当たりの⽣産性が高いこ
とを示す。 

年間総有収水量÷損益
勘定職員数 

モノ 

施設利⽤率 
一日配水能⼒に対する一日平均配水量の割
合であり、施設の利⽤状況や適正規模を判断
する指標である。 

一日平均配水量÷一日
配水能⼒×100 

有形固定資産
減価償却率 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償
却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産
の⽼朽化度合を示す。 

有形固定資産減価償却
累計額÷償却対象資産
の帳簿原価×100 

カネ 

経常収支比率 

当該年度において、給水収益や一般会計から
の繰⼊⾦等の収益で、維持管理費や支払利
息等の費⽤をどの程度賄えているかを表す指標
である。 

経常収益÷経常費⽤×
100 

料⾦回収率 
給水に係る費⽤が、どの程度給水収益で賄え
ているかを表した指標である。 

供給単価÷給水原価×
100 

企業債残高対
給水収益比率 

給水収益に対する企業債残高の割合であり、
企業債残高の規模を表す指標である。 

企業債残高合計÷給水
収益×100 

 
② 全国平均との比較分析 

主要経営指標について、鳥取県内平均値と全国平均値の比較分析を実施しました。 
 鳥取県内平均値 

総務省「地方公営企業年鑑」及び各団体の経営比較分析表から、上表計算式を
⽤いて算定しています。 
なお、算定対象は、上水道事業（鳥取市、岩美町、智頭町、倉吉市、三朝町、湯
梨浜町、琴浦町、北栄町、米子市、⼤山町、南部町、伯耆町）及び令和 2 年度
末時点で公営企業法を適⽤している簡易水道事業（日南町、江府町）を対象とし
ています。 

 全国平均値 
総務省「地方公営企業年鑑」から、上表計算式を⽤いて算定しています。 

 
分析の結果、有形固定資産減価償却率以外の指標が全国平均よりも悪い数値となって

おり、特に、企業債残高対給水収益比率は全国平均の約 2 倍、職員 1 人当たり有収水量
は全国平均の約半分となっています。 
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【表 22 主要経営指標の分析結果（令和 2 年度末時点）】 

 
※優位性 「↑」︓一般的に高い方が好ましい 「↓」︓一般的に低い方が好ましい 

 
【図 21 主要経営指標の分析結果（令和 2 年度末時点）】 

 
※全国平均値を 100%としたときの指標の乖離値を示す 
※グラフの外側ほど数値を良いことを意味する 

  

分類 主要な経営指標 単位 優位性 鳥取県平均
（法適用）

全国平均
（法適用）

ヒト 職員1人当たり有収水量 千㎥ ↑ 223.98 433.50

施設利⽤率 % ↑ 57.52 61.01

有形固定資産減価償却率 % ↓ 47.09 51.15

経常収支比率 % ↑ 109.57 110.34

料⾦回収率 % ↑ 96.81 101.24

企業債残高対給水収益比率 % ↓ 543.25 266.21

モノ

カネ
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③ 指標の組み合わせ分析 
県内水道事業の経営状況を、より詳細かつ多角的な視点で分析するために、前述の主要

経営指標を⽤いて組み合わせ分析を実施しました。 
 
【ヒト】 職員 1 人当たり有収水量×経常収支比率 
（上水道事業） 

上水道事業について、職員の業務が効率的か、また職員人件費を負担できるだけの収益
を確保できており、職員の配置と財源の確保のバランスが取れているかという視点から、職員 1
人当たり有収水量と経常収支比率の組み合わせ分析を実施しました。 

分析の結果、収益の規模に応じた職員数が配置されている状況にあります。 
ただし、今後は人口減少に伴う収益の減少に伴い、現状の職員数を維持する財源の確保

が難しくなること（効率性を高めるために職員の業務負荷が⼤きくなること）が想定されます。 
そのため、今後も安定して事業を⾏っていくには、近隣団体との事務の共同化等、業務の

担い⼿の確保が望まれます。 
 

【図 22 職員 1 人当たり有収水量×経常収支比率（令和 2 年度末時点）－上水道】 
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（簡易水道事業） 
簡易水道事業についても、同様に職員 1 人当たり有収水量と経常収支比率の組み合わ

せ分析を実施しました。 
分析の結果、職員 1 人当たり有収水量が低く、かつ、経常収支比率も低い団体がありまし

た。他団体と事務を共同化する等、効率性や収益性の改善に関する検討が必要と言えます。
なお、総務省「地方公営企業年鑑」で「損益勘定従業員数」がゼロの団体は、職員 1 人当
たり有収水量を算出できていません。 

 
【図 23 職員 1 人当たり有収水量×経常収支比率（令和 2 年度末時点）－簡易水道】 

 
【モノ】 有形固定資産減価償却率×施設利⽤率（上水道事業） 

上水道事業について、施設の⽼朽化が進んでいるか、また既存の施設は有効活⽤できて
いるか、⽼朽化の進んでいて施設の利⽤率も低い場合は施設の更新投資時期に合わせて規
模を⾒直すべきではないかという視点から、有形固定資産減価償却率と施設利⽤率の組み
合わせ分析を実施しました。 

分析の結果、⽼朽化が進んでおり、かつ、施設利⽤率が低い団体が複数⾒受けられました。 
このうち、料⾦回収率が 100%を下回っている団体（料⾦回収率については後述）につ

いては、今後の更新投資に係る財源の確保にも課題があることから、施設の統廃合やダウンサ
イジングが急務であると言えます。 
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【図 24 有形固定資産減価償却率×施設利⽤率（令和 2 年度末時点）－上水道】 

 
 

【モノ】 企業債残高対給水収益比率×施設利⽤率（簡易水道事業） 
簡易水道事業については、日南町及び江府町を除いて公営企業法非適⽤団体であるこ

とから（令和 2 年度末時点）、有形固定資産減価償却率の代替指標として企業債残高
対給水収益比率を使⽤し（債務規模は投資規模と連関があるため）、組み合わせ分析を
実施しました。 

分析の結果、債務規模が⼤きいにも関わらず施設利⽤率が低い団体があり、当該団体に
ついては、近隣団体との連携による施設利⽤率の改善や、水道料⾦の値上げによる債務償
還財源の確保が急務の課題と言えます。 
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【図 25 企業債残高対給水収益比率×施設利⽤率（令和 2 年度末時点）－簡易水道】 

 
 
【カネ】 料⾦回収率×1 か月あたり家庭⽤水道料⾦ 

上水道事業及び簡易水道事業について、現⾏の水道料⾦で必要なコストを賄えているか、
仮に必要なコストを賄えていない場合に水道料⾦を値上げしても他事業よりも高くならないか
という視点から、料⾦回収率と 1 か月あたり家庭⽤水道料⾦の組み合わせ分析を実施しまし
た。 

分析の結果、料⾦回収率が 100%超の事業が水道事業全体で 6 事業しかなく、当該 6
事業中でも 5 事業は 110%未満です。なお、簡易水道事業にいたっては全て 100%未満と
なっています。これは、県内のほとんどの事業で必要なコストが料⾦収⼊で賄えていないことを
意味しています。 

 
 
 
 
 
 
 
  



40 

 

【図 26 料⾦回収率×1 か月あたり家庭⽤水道料⾦（令和 2 年度末時点）－上水道】 

 
 
【図 27 料⾦回収率×1 か月あたり家庭⽤水道料⾦（令和 2 年度末時点）－簡易水道】 

 
 

【カネ】 企業債残高対給水収益比率×経常収支比率 
上水道事業及び簡易水道事業について、現⾏の企業債の残高は収益に対して多すぎな

いか、現⾏の企業債を今後減らしていけるだけの収益性を確保できているか（企業債残高が
⼤きく収益性が低いと将来の債務削減が難しいのではないか）という視点から、企業債残高
対給水収益比率と経常収支比率の組み合わせ分析を実施しました。 

分析の結果、ほとんどの事業で企業債残高対給水収益比率が前述の全国平均値（法



41 

 

適⽤）を超えており、県全体として過⼤な債務を抱えていることが分かります。収益性の低さと
ともに、今後の経営における主要な課題の 1 つだと言えます。 

 
【図 28 企業債残高対給水収益比率×経常収支比率（令和 2 年度末時点）－上水道】 

 
 

【図 29 企業債残高対給水収益比率×経常収支比率（令和 2 年度末時点）－簡易水道】 
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2.2. 経営上の課題 
「2.1.現状把握・分析」の結果、本県における経営上の課題を以下のとおり整理しました。 
【ヒト】 

県内の主要都市である鳥取市、倉吉市、米子市以外の団体は、いずれも職員数 5 人以下と
少ない人員で事業を⾏っています。また、年代別の職員数を⾒ると、いずれのブロックでも 40 歳以
上の年代が多くなっています。 

水道事業を将来においても安定的に継続するためには、各団体における業務効率化等の取組
みはもちろん、事務の共同委託・システム共同化等の団体間での連携を検討していくことが必要と
考えます。 
【モノ】 

施設利⽤率について全国平均を下回っている団体が多く、特に中部ブロックにおいて比較的余
剰能⼒を持っていることが分かりました。また、指標の組み合わせ分析では、施設について低利⽤率
かつ⽼朽化が進んでいる団体がありました。 

後述する低収益性及び過⼤債務の課題も踏まえると、今後の施設統廃合やダウンサイジングの
検討が急務と考えます。 
【カネ】 

企業債残高対給水収益比率について、ほとんどの団体が全国平均より高い水準となっています。
また、収益性を示す料⾦回収率も、多くの団体が 100%を下回っている状況です。 

今後の人口減少に伴う給水収益の減少、施設の⽼朽化に伴う更新需要の増⼤、過⼤な債務
の償還等に対応していくため、各団体の経営努⼒に加え、広域連携等も含めた収益性改善の取
組みが必要と考えます。 

 
【表 23 本県における経営上の課題】 

ヒト 
職員不⾜ ほとんどの団体で職員数が 5 人以下 

職員の高齢化 
40 代・50 代の職員が多く、50 代以上の職員
のみの団体もある 

モノ 
施設利⽤率の低さ 施設利⽤率が全国平均と比べて低い 

資産の⽼朽化 一部の団体で施設の⽼朽化が進んでいる 

カネ 
過⼤な債務 資産規模に比して債務が過⼤ 

収益性の低下 
多くの団体で料⾦回収率が 100%を下回って
いる 

 
 



43 

 

2.3. 将来⾒通し 
(ア) 将来推計の前提条件 

① 推計期間 
推計期間は、令和 3 年度〜令和 50 年度までの 48 年間としています。 
 

② 水需要予測の前提条件 
＜基本的な考え方＞ 
 人口については、国⽴社会保障・人口問題研究所が公表しているデータに基づき推計

を⾏っています。 
 水需要については、原則として各団体の予測データ（水需要予測、認可申請書の推計

等）を⽤いています。 
 水需要に係る予測データがない、認可申請書の作成年度が古い場合等は、直近の実

績水量に基づき推計を⾏っています。 
 

【表 24 水需要予測の前提条件】 
項目 前提条件 出典元データ 

給水人口 ・給水人口＝⾏政区域内人口×普及率 - 

⾏政区域内人口 
・国⽴社会保障・人口問題研究所の将来推計人口
を基に算出 

国⽴社会保障・人口問
題研究所公表資料 

普及率 

・各団体の予測データ（水需要予測、認可申請書
の推計等）を利⽤ 
・予測データがない、認可申請書の作成年度が古い
場合等は、直近の実績を利⽤して推計 

各団体の予測データ 等 

有収水量 

・各団体の予測データ（水需要予測、認可申請書
の推計等）を利⽤ 
・予測データがない、認可申請書の作成年度が古い
場合等は、直近の実績を利⽤して推計 

各団体の予測データ 等 
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③ 財政収支予測の前提条件 
＜基本的な考え方＞ 
 原則として、各団体の経営戦略・アセットマネジメント等の数値を⽤いています。 
 各団体の経営戦略・アセットマネジメント等のデータが推計期間最終年度（令和 50 年

度）に満たない場合、残りの年度については下表の前提条件を設定しています。 
 また、経営戦略・アセットマネジメント等を作成していない団体についても、同様に下表の

前提条件を設定しています。 
 財政収支予測は、各団体の経営戦略・アセットマネジメント等を踏まえた上で、将来の

本県水道事業がどのような経営状況になるか把握することを目的としています。そのため、
料⾦改定等の経営改善施策については、各団体の経営戦略・アセットマネジメント等に
予め織り込まれているもののみ反映し、収支ギャップ（法適⽤企業では損益赤字、法非
適⽤企業では実質収支赤字）が⽣じた場合でもそのまま推計を⾏っています。 

 
【表 25 財政収支予測の前提条件】 

項目 前提条件 

収⼊ 

給水収益 ・有収水量×供給単価 

供給単価 
・経営戦略等がある場合︓経営戦略等の最終年度の供給単価 
・経営戦略等がない場合︓直近の料⾦収⼊及び有収水量から算定 

⻑期前受⾦戻⼊(既存) ・各団体の収益化予定資料に基づき推計 

⻑期前受⾦戻⼊(新規) 
・推計期間における他会計補助⾦、国県等補助⾦、工事負担⾦等を耐
⽤年数で収益化 

企業債発⾏ 
・経営戦略等がある場合︓経営戦略等における前提条件をそのまま継続 
・経営戦略等がない場合︓各団体の発⾏方針を確認し、当該方針に従っ
て推計 

その他の収⼊ 
・経営戦略等がある場合︓経営戦略等の最終年度の数値 
・経営戦略等がない場合︓R2 実績値 

費⽤ 

建設改良費(新規) 
・経営戦略等の各団体推計データがない部分については、原則として新規
投資を⾒込まない 

建設改良費(更新投資) 

・経営戦略等がある場合︓経営戦略等の最終年度数値を引き延ばす
等、各団体と協議して決定 
・経営戦略等がない場合︓直近の建設改良費を引き延ばす又は厚⽣労
働省「簡易支援ツール」を⽤いて算定 

減価償却費(既存) ・各団体の減価償却予定資料に基づき推計 
減価償却費(新規) ・上記建設改良費(新規・更新投資)を耐⽤年数で償却 
支払利息(既存） ・各団体の企業債償還予定資料に基づき推計 

支払利息(新規) 
・各団体の発⾏方針に従う 
・発⾏方針が特段ない場合は、県下主要団体を参考に利率 1%を設定 

動⼒費・薬品費 ・年間総配水量の増減に比例するよう推計 

その他の費⽤ 
・経営戦略等がある場合︓経営戦略等の最終年度の数値 
・経営戦略等がない場合︓R2 実績値 
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(イ) 将来推計結果 
① 水需要予測 

給水人口の推計は、国⽴社会保障・人口問題研究所から公表されている将来推計人口
に、各団体の普及率予測値を乗じて算出しています。 

推計の結果、推計期間最終年度の令和 50 年度における県全体の給水人口は、令和 2
年度と比較して約34.7%減少する⾒込みとなっています。ブロック別では、東部が▲38.0％、
中部が▲45.2%、⻄部が▲27.1%となっています。 

有収水量の推計には、原則として各団体の予測データを⽤いており、予測データがない又は
予測データの期間が令和 50 年度に満たない場合は、令和 2 年度（又は予測データの最終
年度）の有収水量に給水人口の増減率を乗じて推計を⾏っています。 

有収水量についても、給水人口同様減少が⾒込まれており、県全体では▲34.7%となって
います。また、ブロック別では、東部が▲36.3%、中部が▲43.6%、⻄部が▲29.2%となって
います。 

 
【表 26 給水人口の推計】 

 
 

【図 30 給水人口の推計】 

 
 

 
  

R2(実績) R50(推計) 増減 増減率(%)
東部 217,981 135,173 -82,808 -38.0
中部 96,856 53,091 -43,765 -45.2
⻄部 225,274 164,270 -61,004 -27.1

県全体 540,111 352,534 -187,577 -34.7

給水人口(人)
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【表 27 有収水量の推計】 

 
 

【図 31 有収水量の推計】 

 
 

② 財政収支予測 
給水収益については、経営戦略において料⾦改定を⾒込んでいる団体があり、当該団体の

影響で増加している年度はあるものの、推計期間全体としては水需要の減少に伴い減少する
⾒込みとなっています。 

建設改良費については、推計期間の 48 年間で合計 3,074 億円（県全体）を⾒込んで
おり、資産の⽼朽化、水需要減少に伴う利⽤率の低下等を踏まえ、適切なアセットマネジメン
トが必要と考えます。 

当年度純利益の⾒込みについては、推計期間中間年度の令和 25 年度時点で全てのブロ
ックが赤字⾒込みとなっており、その後も赤字幅が拡⼤していきます。 

資⾦残高の⾒込みについては、推計期間中間年度の令和 25 年度時点で⻄部ブロックの
資⾦残高がマイナスとなっており、推計期間最終年度の令和 50 年度には全てのブロックで資
⾦残高がマイナスとなる⾒込みです。 

 
  

R2(実績) R50(推計) 増減 増減率(%)
東部 23,933 15,240 -8,693 -36.3
中部 11,079 6,245 -4,834 -43.6
⻄部 25,214 17,848 -7,366 -29.2

県全体 60,226 39,333 -20,893 -34.7

有収水量(千㎥)
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【図 32 給水収益の推計】 

 
【図 33 建設改良費の推計】 

 
 

【表 28 損益・資⾦残高の推計－上水道事業のみ】 

※簡易水道事業には、公営企業法非適⽤事業が含まれているため、上水道事業のみ集計。 
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⾒込み
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⾒込み
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⾒込み
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東部 339 2,507 -275 933 -950 -8,979
中部 251 2,685 -348 2,097 -869 -14,717
⻄部 412 5,290 -668 -32 -1,372 -27,941

県全体 1,002 10,482 -1,292 2,998 -3,192 -51,638

R2(実績) R25(推計中間年度) R50(推計最終年度)
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(ウ) 財政ルールの設定 
（イ）将来推計における収支ギャップを解消するために、財政ルール（料⾦改定条件）を設定

します。 
財政ルールに⽤いる指標は、「2.1.現状把握・分析」で認識した課題及び将来推計結果を踏ま

え、「企業債残高対給水収益比率」と「資⾦残高」としています。なお、簡易水道事業については、
公営企業法非適⽤事業が存在するため、「企業債残高対給水収益比率」のみを財政ルールの指
標としています。 

なお、「企業債残高対給水収益比率」の目標水準については、県内水道事業の平均値を参考
に 500%としています（簡易水道事業については、企業債償還額への地方交付税措置も勘案し、
水道の倍の 1,000％とします）。 

当該財政ルールに従って料⾦改定を実施すると、上水道事業における県全体の供給単価は、
推計期間中間年度の令和 25 年度時点で 59.6%、推計期間最終年度の令和 50 年度時点
で 76.6%増加する⾒込みとなります。また、簡易水道事業における県全体の供給単価は、推計
期間中間年度の令和 25 年度時点で 173.6%、推計期間最終年度の令和 50 年度時点で
349.6%増加する⾒込みとなります。 

 
【表 29 財政ルール（料⾦改定条件）】 

 
※上水道事業は、上記ルールのいずれかに該当したタイミングで料⾦改定を実施。 
※簡易水道事業には、公営企業法非適⽤事業が含まれているため、ルール①のみ適⽤。 

 
  

上水道事業 簡易水道事業

ルール①
企業債残高対
給水収益比率

・企業債残高対給水収益比率が500%超
となった「翌年度」に料⾦改定を実施。
・推計期間当初から500%を超えている場
合は令和2年度に改定。
・急激な料⾦値上げにならないよう、改定率
は5%刻みで検討し、複数年かけて達成で
きる水準とする。

・企業債残高対給水収益比率が1,000%
超となった「翌年度」に料⾦改定を実施。
・推計期間当初から1,000%を超えている
場合は令和2年度に改定。
・急激な料⾦値上げにならないよう、改定率
は5%刻みで検討し、複数年かけて達成で
きる水準とする。

ルール②
資⾦残高

・資⾦残高がマイナスになると⾒込まれる年
度に料⾦改定を実施。
・改定率は5%刻みで検討し、その後5年
程度は改定が不要な水準とする。

－
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【表 30 供給単価の推計結果（上水道事業）】 

※供給単価は、県全体又はブロック別の給水収益合計を年間有収水量合計で除して算出。 
※料⾦改定率は、R2 実績と比較したもの。 

 
【表 31 供給単価の推計結果（簡易水道事業）】 

 
※供給単価は、県全体又はブロック別の料⾦収⼊合計を年間有収水量合計で除して算出。 
※料⾦改定率は、R2 実績と比較したもの。 

 
 
 
  

R2(実績)
供給単価
(円/㎥)

供給単価
(円/㎥)

料⾦改定率
(％)

供給単価
(円/㎥)

料⾦改定率
(％)

東部 131.2 335.4 155.6% 579.1 341.2%

中部 116.2 261.5 125.0% 490.3 321.9%

⻄部 150.1 485.6 223.6% 746.8 397.6%

県全体 136.4 373.1 173.6% 613.0 349.6%

R25(推計中間年度) R50(推計最終年度)

R2(実績)
供給単価
(円/㎥)

供給単価
(円/㎥)

料⾦改定率
(％)

供給単価
(円/㎥)

料⾦改定率
(％)

東部 166.8 188.7 13.2% 188.5 13.0%

中部 135.0 288.6 113.8% 373.3 176.6%

⻄部 133.1 251.2 88.7% 276.7 107.9%

県全体 146.4 233.7 59.6% 258.6 76.6%

R25(推計中間年度) R50(推計最終年度)
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3. 広域連携の検討と効果算定 
 
3.1. 広域化パターンの設定 

「2.現状と将来⾒通し」で⾒たとおり、本県水道事業の課題に対して、今後、各市町が単独で課
題解決に取り組むのには限界があります。そのため、市町の枠を超えて経営資源（ヒト・モノ・カネ）の
最適化を⾏う広域連携について検討を⾏います。 

広域連携の形態には様々なものがありますが、本県では、「事業統合」「経営の一体化」「施設統
廃合」「ソフト連携」の 4 つの広域化パターンを設定し、以下の検討を⾏います。 

「ソフト連携」については、本章で各ソフト連携施策に係る市町へのアンケート調査及びヒアリングの
結果を整理し、第 4 章にてこれらの今後の検討方針を記載します。 

「施設統廃合」については、ブロックごとに管路接続を伴う施設統廃合案を複数検討し、最適な組
み合わせを前提に広域化効果額の算定を⾏います。 

「事業統合」及び「経営の一体化」（本プランでは両者を合わせて「経営統合」と表記）については、
施設統廃合を前提とした上での広域化効果額の算定を⾏います。 

 
【表 32 本県における広域化パターンの設定】 

広域化パターン 概要 
事業統合 経営主体も事業も 1 つに統合された形態 
経営の一体化 経営主体が 1 つだが、認可上、事業は別の形態 
施設統廃合 近接する 2 以上の市町における管路接続を伴う施設統廃合 
ソフト連携 システム共同化、事務の共同委託等の各種ソフト連携施策 

 
【図 34 本県における広域化検討イメージ】 
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3.2. ソフト連携 
ソフト面での広域連携については、下表のとおり、本県の主要課題と目指す方向性を踏まえ、「職

員研修の共同開催」「システム共同化」「事務の共同委託」「第三者組織による業務補助」「スマート
メーター」を中心に検討を⾏います。 

 
【図 35 本県の広域連携施策マッピング】 

 
 
(ア) 職員研修の共同開催 

① 指定給水装置工事事業者に対する講習会の共同開催 
平成 30 年 12 月の水道法改正において、各市町が指定している指定給水装置工事事

業者に対して５年の更新制度が導⼊されるとともに、更新時においては市町が開催する講習
を受講していることを確認することとされました。 

そのため、各市町の講習実施業務の効率化や各事業者の利便性向上などを目的として、
以下のとおり指定給水装置工事事業者に対する講習の共同開催に取り組むこととしました。 

 
【表 33 指定給水装置工事事業者に対する講習の共同開催】 

ブロック 対象団体 開始時期 
東部 鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町 令和２年９月 
中部 倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町 令和３年 11 月 
⻄部 米子市、⼤山町、南部町、伯耆町、日南町、日野

町、江府町 
令和 3 年 12 月 

 

ソフト連携

水道事業
の持続的
な経営

ヒト

モノ

カネ

職員不⾜

職員の高齢化

施設利⽤率の低さ

資産の⽼朽化

マンパワーの確保

業務の効率化

技術継承 職員研修の共同開催

収益性の低下

過⼤な債務

施設余剰能⼒の活⽤

施設統廃合・共同利⽤

料⾦体系の統一

第三者組織

事務の共同委託

スマートメーター

経費等のコスト削減

適正な料⾦収⼊の確保

システム共同化

事務の共同委託

システム共同化

適切な更新投資
（投資規模・コストの

適正化）

広域連携の施策目指す方向性本県の主要課題

経営の一体化
事業統合
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② 職員に対する技術講習会の共同開催 
水道広域化･共同化（流域別）検討会において、職員の技術承継の観点から、職員に

対する技術講習会を共同で開催したいという意⾒が複数の市町から出ました。当該意⾒を受
け、職員に対する技術講習会の共同開催を本プランで検討します。 

 
(イ) システム共同化 

地方自治体の基幹業務システムについては、令和 3 年 5 月に国会で可決された「デジタル改革
関連法案」に基づき、令和 7 年度末までに統一・標準化が⾏われる予定です。また、水道事業に
おいても、経済産業省と厚⽣労働省が連携して各水道事業者が所有するデータを横断的に利活
⽤できる仕組み（水道共通プラットフォーム）の検討が進められています。 

システム共同化に関するアンケート調査では、水道事業の主要システムである「料⾦システム」
「財務会計システム」「施設台帳システム」「管路情報システム」のほか、任意で希望するシステムに
ついてシステム共同化の希望調査を⾏いました。 

調査結果では、システムの種類に関わらず、中⻑期での取組みを希望する団体が多く⾒られまし
た。また、アンケート調査実施後のヒアリングでは、「独自カスタマイズを⾏っている」「本庁のシステムと
連携している」等の理由で共同化が難しいといった意⾒が出た一方、財務会計システムや積算シス
テムの共同化については前向きな意⾒が出ました。 

 
【表 34 システム共同化に関するアンケート調査結果】 

システム 
希望する 

検討中 
短期 中期 ⻑期 

【必須回答項目】 
①料⾦システム － 3 2 11 
②財務会計システム － 3 2 11 
③施設台帳システム 1 5 2 8 
④管路情報システム 1 3 2 10 
【任意回答項目】（①〜④以外に希望のシステムがあれば任意で記載） 
⑤積算システム － 1 1 － 

※同一団体でも上水道事業と簡易水道事業は別々にカウント 
※未回答分は除く 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
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ヒアリング時の主な意⾒ 
 独自カスタマイズを⾏っているので、ベンダーを変更せずに済む共同化をお願いしたい。 
 直近でシステムを更新してしまったのでしばらく変更できない。 
 料⾦システムについては、住⺠基本台帳システムと連携しているため変えるのは難しい。 
 財務会計システムを共同化するのであれば、予算・決算事務も共同化できればありがた

い（公営企業会計は専門性が高く難しいため少数の職員では負担が⼤きい）。 
 積算システムを共同化することで単価⼊⼒等の作業を効率化できるのではないか。 
 積算作業をシステムではなく Excel で⾏っているので、良いシステムがあれば導⼊したい。 
 積算作業については件数が少ないため、システムの必要性を感じない。 

 
(ウ) 事務の共同委託 

事務の共同委託に関するアンケート調査では、委託を活⽤している団体が多かった「検針業務」
「検満メーターの取替」「水質試験・ 検査業務」のほか、任意で希望する事務について共同委託に
関する希望調査を⾏いました。 

調査結果では、下表のとおり「検針業務」「検満メーターの取替」「水質試験・ 検査業務」以外
にも様々な業務の希望が出ました。また、アンケート調査実施後のヒアリングでは、「採水事務」のよ
うに事務の共同化に関する意⾒も出ました。 

 
【表 35 事務の共同委託に関するアンケート調査結果】 

事務 
希望する 

検討中 
短期 中期 ⻑期 

【必須回答項目】 
①検針業務 1 7 3 5 
②検満メーターの取替 2 3 4 7 
③水質試験・ 検査業務 4 4 2 6 
【任意回答項目】（①〜③以外に希望の事務があれば任意で記載） 
④採水事務 － 1 － － 
⑤職員研修 1 － － － 
⑥予算･決算の経理事務 1 － － － 
⑦未納料⾦徴収業務 1 1 － － 
⑧管路の設計・ 積算業務 － 1 － － 
⑨管路以外の整備(新設・ 更新) － 1 － － 
⑩管路以外の設計・ 積算業務 － 1 － － 
⑪漏水調査・ 管路保守業務 － 1 － － 

※同一団体でも上水道事業と簡易水道事業は別々にカウント 
※未回答分は除く 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
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ヒアリング時の主な意⾒ 

 個人やシルバー人材センターに委託している業務については、将来の担い⼿減少を⾒込
んで共同化を希望する（主に「検針業務」「未納料⾦徴収業務」など）。 
※一方で、「個人に委託しているからこそ契約を切れない」といった意⾒もあった。 

 過去から継続して同じ相⼿先（第三セクターや地元業者）に委託している業務について
は、変えるのが難しい（主に「検針業務」「検満メーターの取替」など）。 

 採水事務では、委託に出しても職員が⽴ち会わなければならない場面がある。 
 ⽴会を共同で実施することで職員負担を軽減できないか。 
 第三者組織の活⽤は考えられないか（「予算･決算の経理事務」も専門家に委託

すると高いので共同実施を希望する声があった）。 
 職員の技術承継の観点から、技術研修を共同で開催するのはどうか。 
 料⾦徴収について、例えば、ブロック単位での徴収ネットワークなどが構築できれば参加し

たい。 
 
(エ) 第三者組織による業務補助 

第三者組織による業務補助は、水道事業体職員が担っている経営・計画関連業務、工事・委
託に係る⼊札から検収等に関連する業務及び管理業務等を、⺠間企業ではない公的な第三者
の組織が支援をすることで、マンパワーを確保し、水道事業の持続的な経営に繋げていくことを目的
としています。また、第三者組織は、水道事業体から独⽴した組織として、独自に人材を確保・育
成していくことで、技術⼒の維持・継承に繋げていくことが期待できます。加えて、第三者組織が本
県の水道事業体に横断的に関与することでデータを蓄積し、更なる施設間連携や緊急時の対応
についても効果が期待されます。 

既に東京都、横浜市、⼤阪市などにおいては公共が100%出資する会社を設⽴しており、広島
県においては県・呉市・⺠間企業が共同で出資する第三セクターを設⽴している例があります。本
県においては、鳥取市、倉吉市、米子市を除く市町の水道事業は限られた職員数での経営となっ
ており、このような第三者組織からの支援が有効であると考えます。 

第三者組織による業務補助に関するアンケート調査においては、3 団体が希望するという回答を
⾏っています。 

また、アンケート調査実施後のヒアリングにおいても複数の団体がこのような第三者組織による業
務補助を希望していることが分かりました。 
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【表 36 第三者組織による業務補助に関するアンケート調査結果】 

 
※同一団体でも上水道事業と簡易水道事業は別々にカウント 
※未回答分は除く 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
 
(オ) スマートメーター 

水道スマートメーターとは、現地に⾏かずに量水器メーターからのデータの送受信で水道使⽤量
の検針が可能となるものです。水道スマートメーターの導⼊により、検針業務の効率化や検針デー
タの⾒える化・利活⽤による利⽤者サービスの向上が期待されています。加えて、本県では、検針
員の高齢化によりデータの読み間違い等が発⽣し、職員の負担も⼤きくなってきています。また、検
針員の確保も難しくなっている状況です。このため、水道スマートメーターの導⼊は、個々の団体の
課題解決に資する可能性がある新たな技術となります。 

一方、従来のメーターに比べて導⼊コストが高い、検針票郵送コストが検針員の検針コストよりも
高い、山間部での通信環境の整備といった点が課題となっており、電⼒やガスに比べて導⼊が進ん
でいません。 

本県でも、水道スマートメーターについては、導⼊コストや通信環境を理由に短期での導⼊を考
えている団体はありませんでした。しかし、「(ウ)事務の共同委託」でも記載したとおり、検針業務の
将来的な担い⼿確保に課題があることから、アンケート調査実施後のヒアリングでは、コスト等の課
題がクリアできるのであれば導⼊を検討するという団体もありました。 

 
  

1 1
1

13

希望する（短期） 希望する（中期） 希望する（⻑期） 検討中
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【表 37 スマートメーターに関するアンケート調査結果】 

 
※同一団体でも上水道事業と簡易水道事業は別々にカウント 
※未回答分は除く 

（出典︓市町へのアンケート調査結果） 
 

 
  

4

5

7

希望する（短期） 希望する（中期） 希望する（⻑期） 検討中
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3.3. 施設統廃合 
本県は、東⻄に広く、北側は海に面し、南側は山に囲まれている高低差の⼤きい地形となっており、

小規模な水源と浄水・送配水施設が点在しています。また、本県には⽤水供給事業がなく、各市町
の自⼰水源から県内全ての水供給を賄っていることが特徴です。 

 
(ア) 施設統廃合案の検討方法 

施設統廃合案の検討では、近接する統廃合可能な施設を抽出し、定量的な効果額を算定し
ます。定量的な効果額は、令和 3 年度〜令和 50 年度までの 48 年間を推計期間とし、施設統
廃合による投資削減額・補助⾦効果額及び推計期間における費⽤削減額を表 38 の前提条件
に基づいて算定します。 

また、定量効果に加え、水源の水質問題の解消や渇水時等の非常時のバックアップなどの統廃
合することによる定性的な効果も検討します。 

なお、後述する中部ブロックの 3 案については現地調査を実施しており、施設の位置関係、配管
の接続点、施設及び配管のレベル（高低差）などを確認しています。 

 
【図 36 施設統廃合の効果額算定イメージ】 
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【表 38 施設統廃合効果の算定条件】 
＜基本的な考え方＞ 

 統廃合年度（＝施設の更新時期）は、工種ごとの実使⽤年数を基に設定しています。 
 統廃合年度の施設能⼒の算定には、将来の人口減少の影響を加味しています。 
 将来の更新費⽤は、物価変動を考慮したデフレーター等を⽤いて算定しています。 
 将来の経営統合を前提として、補助⾦効果額を⾒込んでいます。 

項目 前提条件 

統廃合年度の考え方 
・対象施設を土木、機械、電気、配管の 4 工種に分類した上で、それぞれ実使
⽤年数（法定耐⽤年数の 1.5 倍）を設定し、更新時期を設定 

統廃合年度における
施設規模 

・統廃合年度における各市町の人口減少影響を反映した上で融通可能な給水
量を算出し、必要な施設能⼒を設定 

投資削減額 

・投資削減額＝「単純更新時費⽤ー統廃合時更新費⽤」で算定 
・更新費⽤＝「デフレーター」×「概算係数」×「費⽤関数」で算定 
 -デフレーター︓1.14 に設定 
 -概算係数︓土木 1.0、機電 1.5 に設定 
 -費⽤関数︓「水道事業の再構築に関する施設更新費⽤算定の⼿引き」
（厚⽣労働省）で示されている関数式 
・連絡管に係る投資は受水側が負担すると仮定 

補助⾦効果額 
・将来的な事業統合又は経営の一体化を前提として、「広域化事業」「運営基
盤強化事業」の補助⾦を、それぞれ事業費の 1/3 ずつ⾒込む 

企業債 

【発⾏増減額】 
・「（投資削減額＋補助⾦効果額）×ブロック別起債比率」で算定 
 -ブロック別起債比率︓ブロックごとの企業債発⾏額÷建設改良費で算定 
【償還増減額】 
・発⾏増減額を償還期間 30 年（5 年据置）で算定 

減価償却費削減額 
・施設統廃合の翌年度から計上 
・投資削減額を工種ごとの法定耐⽤年数で除して算定 

⻑期前受⾦戻⼊増
加額 

・施設統廃合の翌年度から計上 
・補助⾦効果額を工種ごとの法定耐⽤年数で除して算定 

人件費削減額 
（維持管理関係） 

・【送水側】人件費は増加しないと仮定 
・【受水側】施設削減率に応じて人件費が減少すると仮定し、「職員給与費×
維持管理関係人件費割合×施設削減率」で算定 
 -維持管理関係人件費割合︓市町へ実施したアンケート調査結果から設定 
 -施設削減率︓統廃合による施設能⼒の削減率 

委託料等の削減額 
・動⼒費、修繕費、薬品費、委託料の経費項目は、施設能⼒に応じて増減す
ると仮定し、「経費×施設削減率」で算定 
 -施設削減率︓統廃合による施設能⼒の削減率 
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(イ) 施設統廃合案の検討結果 
ブロック別に各市町の課題や施設位置及び更新時期等から施設統廃合案を検討し、中部ブロ

ックで 3 案、⻄部ブロックで１案を設定します。 
東部ブロックについては、施設の状況、地理的な要因、今後の人口推計などを考慮しながら、市

町をまたぐ施設統廃合の可能性を検討しましたが、費⽤削減につながる有効なケースがありません
でした。そのため、今後は、各市町で進めている市町内の施設統廃合や効率化を継続して検討し
ていくことが最も有効であると考えています。 

なお、東部ブロックに限らず、各市町内の施設統廃合等は引き続き検討すべきであり、各市町の
アセットマネジメントに係る継続的な取組みが今後も不可⽋となります。 
 

【表 39 施設統廃合案】 

ブロック 施設統廃合案 
想定 

統廃合年度 

中部 

1 
北栄町⻘木配水系から琴浦町第六配水系への給水
による施設再編 

令和 8 年度 

2 
北栄町下種配水系から倉吉市今在家簡易水道への
給水による施設再編 

令和 13 年度 

3 
倉吉市上井配水系から湯梨浜町⽻合水系及び東郷
配水系への給水による施設再編 

令和 7 年度 

⻄部 1 
米子市日下配水系から伯耆町上細⾒配水系及び坂
⻑配水系への給水による施設再編 

令和 37 年度 
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(ウ) 中部ブロック 
【中部施設統廃合案１】 

現在琴浦町で計画されている森藤地区水源開発（第六水源の強化）の代替として、北栄町から
第六配水系（低区）へ給水するものです。 

 北栄町⻘木配水系の余剰水量を琴浦町第六配水系の低区へ供給することで、新規投資予
定であった森藤地区の水源開発を不要とする 

 ⻘木配水池より高いエリアには配水不可のため、第六水源地及び配水池は廃⽌不可と想定 
 

【表 40 統廃合効果の想定】 
統廃合年度 R8（2026）年度 
融通水量 520 ㎥/日 
想定効果
（定量） 

追加投資 北栄町︓配水管網整備 
共通  ︓接続管整備 
琴浦町︓配水管網整備 

廃⽌施設 第六水源地（新） 
※森藤地区新規水源開発が不要 

ダウンサイジング施設 なし 
資⾦ベースの効果額※1 526 百万円 
損益ベースの効果額※2 468 百万円 

想定効果（定性） 琴浦町第六配水系の給水安定性・安全性の向上 
※1 資⾦ベースの効果額︓施設統廃合による投資削減額、補助⾦効果額、企業債効果額、減価償

却費等の非資⾦項目を除いた損益効果額の合計 
※2 損益ベースの効果額︓投資削減による減価償却費の減少、補助⾦受領による⻑期前受⾦戻⼊

の増加、施設統廃合による人件費や委託料等のコスト削減額の合計 
以下、各統廃合効果の想定表においても同様とする。 
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【中部施設統廃合案２】 
北栄町（新⻄高尾配水系）から倉吉市（今在家簡易水道）へ給水するものです。 
 今在家簡易水道施設の更新に合わせ、北栄町下種水源地の余剰水量 40 ㎥/日を給水し、

簡易水道施設を廃⽌する 
 

【表 41 統廃合効果の想定】 
統廃合年度 R13（2031）年度 
融通水量 40 ㎥/日 
想定効果
（定量） 

追加投資 共通︓接続管整備 
廃⽌施設 今在家簡易水道事業施設 
ダウンサイジング施設 なし 
資⾦ベースの効果額 83 百万円 
損益ベースの効果額 42 百万円 

想定効果（定性） 簡易水道事業を水道事業へ統合することによる管
理体制の強化 
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【中部施設統廃合案３】 
倉吉市上井配水池から湯梨浜町⽻合配水区及び東郷配水区へ給水し、倉吉市上井配水池配

水区の水量不⾜分について北栄町から給水して 3 市町連携するものです。 
 上井配水池から、⽻合及び東郷への給水をする 
 北栄町曲水源地の余剰水量 700 ㎥/日を敷設済の接続管を⽤いて倉吉市上井配水系の

上北条エリアへ給水する 
 

【表 42 統廃合効果の想定】 
統廃合年度 R7（2025）年度 
融通水量 【倉吉市→湯梨浜町】3,500 ㎥/日（うち 3,000

㎥/日を⽻合、500 ㎥/日を東郷へ） 
【北栄町→倉吉市】700 ㎥/日 

想定効果
（定量） 

追加投資 北栄町︓北条配水管網整備 
湯梨浜町︓⽻合配水管網整備 

東郷配水管網整備 
倉吉市・湯梨浜町共通︓北条接続管整備 

廃⽌施設 ⽻合浄水場水源（水源地及び浄水機能）及び
佐美加圧ポンプ場 

ダウンサイジング施設 ⽻合浄水場（高区・低区への送水機能） 
資⾦ベースの効果額 1,043 百万円 
損益ベースの効果額 992 百万円 

想定効果（定性） ⽻合浄水場の水源水質問題の解消 
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(エ) ⻄部ブロック 
【⻄部施設統廃合案１】 

米子市日下配水池から伯耆町上細⾒配水系及び坂⻑配水系へ給水するものです。 
 上細⾒水源地の機電更新時期（2 回目）に合わせ、米子市日下配水系から余剰水量を伯

耆町（旧）⼤幡、幡郷エリアへ給水する 
 坂⻑水源地の更新時期についても上細⾒配水系に合わせて調整し、再編対象とする 

 
【表 43 統廃合効果の想定】 

統廃合年度 R37（2055）年度 
融通水量 1,100 ㎥/日 
想定効果
（定量） 

追加投資 米子市︓配水管網整備 
共通  ︓接続管整備 
伯耆町︓配水管網整備 

廃⽌施設 伯耆町︓上細⾒第⼆水源地、第三水源地、上細
⾒配水池、吉定水源地、浄水場、坂⻑水源地 

ダウンサイジング施設 なし 
資⾦ベースの効果額 464 百万円 
損益ベースの効果額 651 百万円 

想定効果（定性） 施設の集約化による維持管理（点検、薬品注⼊
等）の負担の軽減 
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3.4. 経営統合 
経営統合については、水道事業の持続的な経営確保の観点から、⻑期的には取組む必要があ

ると考えつつも、団体間で様々な検討・調整が必要となるため、実施時期等の詳細は今後の検討
事項としています。 

例えば、経営の一体化であれば、各市町の水道事業はそのままで経営主体が 1 つになることか
ら、水道事業者間での費⽤負担や責任区分等に関する調整（当該調整に関する協定等の締結）
や、経営主体（企業団等）の検討などが必要となります。また、事業統合であれば、事業自体が
1 つとなるため、経営の一体化における検討事項に加え、料⾦の統一などが必要となります。 

経営統合効果の試算では、本来、経営統合の実施時期や事業統合後の組織・業務体制等
を踏まえて各項目の効果額を算定しますが、本県ではそれらの詳細を今後の検討事項としているた
め、以下の他団体事例を参考に人件費の削減率を設定し、人件費削減効果額のみを試算する
こととします。 

 
【表 44 他団体事例一覧（経営統合による職員数削減効果）】 

団体 試算前提 出典 
広島県 香川県広域水道企業団、かずさ水道広域連合企業団、群

馬東部水道企業団を参考に、R4 年度から 10 年間で職員
（短時間勤務の再任⽤職員等を含む）が 10％減少するも
のとして試算 

「広島県水道広域連携
推進方針」（令和 2 年
6 月） 

香川県広
域水道企
業団 

①事業管理者 15 人→3 人（80%減少） 
②総務系職員 181 人→133 人（26.5%減少） 
③業務系職員 191 人→196 人（2.6%増加） 
④浄水・水質管理職員 175 人→126 人（28%減少） 
合計︓562 人→458 人（18.5%減少） 

「広域水道事業及びその
事業体に関する基本的
事項のとりまとめ」（平成
26 年 10 月） 

かずさ水道
広域連合
企業団 

【3 条職員】 
組織の一体化により、統合から 10 年後に現在の 147 人から
106 人になると⾒込む（28%減少） 
【4 条職員】 
31 人→31 人で変化なし 
【3 条＋4 条】 
178 人→137 人（23%減少） 

「君津地域水道事業統
合広域化基本計画」
（平成 29 年 10 月） 
 

群馬東部
水道企業
団 

（１）管理職員数︓13 人→4 人（69%減少） 
（２）直営職員数︓84 人→47 人（44%減少） 
（３）委託職員数︓128 人→141 人（10%増加） 
全体︓225 人→192 人（15%減少） 

「群馬東部水道広域化
基本計画」（平成 25
年 9 月） 

 
施設統廃合に伴う維持管理関係の人件費削減効果については「3.3.施設統廃合」で考慮済

みのため、ここでは総務・経理・営業関係の人件費を対象とします。 
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人件費削減率については、香川県広域水道企業団、かずさ水道広域連合企業団、群馬東部
水道企業団の 3 事例から削減率を設定している広島県を参考に、推計期間全体（48 年間）
を通じて平均で 10%程度の削減を⾒込めるものと仮定して設定しています。ただし、これらの事例
は本県の事業環境と必ずしも合致するものではないため、今後経営統合の詳細を検討する中で必
要に応じて人件費削減率の⾒直しを⾏うことも考えられます。また、ここで算定している人件費削減
額は、あくまでも推計期間全体の平均額であり、各団体の実際の職員数が 10%削減できるという
趣旨ではありません。 

経営統合では、人件費以外の効果（例えば、ソフト連携に伴う委託料の削減等）や、経営統
合の際に発⽣する追加的なコスト（例えば、組織・業務の⾒直しに伴う事務量の増加等）などが
考えられますが、経営統合の詳細については今後の検討事項としており、現時点では前提条件の
設定が困難なため、効果額の試算に含めていません。 

以上の経営統合による人件費削減額の前提条件を整理すると、下表のとおりです。 
 

【表 45 経営統合効果の算定条件】 
項目 前提条件 

人件費削減額 
（総務・経理・営業
関係） 

・対象は総務・経理・営業関係の人件費 
・人件費削減額（総務・経理・営業関係） 

＝職員給与費×総務・経理・営業関係人件費割合×10%で算定 
・10%は他団体事例を参考に設定 
・人件費割合は市町へ実施したアンケート調査結果から設定 
なお、割合が不明な団体については上水道事業又は簡易水道事業の平

均割合を使⽤ 
 

【表 46 経営統合効果の想定】 
 東部 中部 ⻄部 

想定効果
（定量） 

人件費削減額 
（総務・経理・営業関係） 

18.4 億円 4.8 億円 15.0 億円 

想定効果（定性） ・人材確保・技術⼒の確保 
・管理体制の強化 
・緊急時体制の強化 
・サービス利⽤の利便性拡⼤ 等 
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3.5. 広域化効果まとめ 
(ア) 施設統廃合及び経営統合による広域化効果額 

施設統廃合及び経営統合による広域化効果額は下表のとおりです。 
 

【表 47 広域化効果額のまとめ】 

 
※1  補助⾦効果額は、将来的な事業統合又は経営の一体化を前提として、「広域化事業」「運営

基盤強化事業」の補助⾦について、それぞれ事業費の 1/3 を⾒込む 
※2  企業債効果額は、投資削減や補助⾦効果による企業債発⾏額及び償還額の増減 
※3  損益改善額は、投資削減による減価償却費の減少、補助⾦受領による⻑期前受⾦戻⼊の増

加、施設統廃合による人件費や委託料等のコスト削減額の合計 
※4  資⾦ベースの効果額は、①②③④（減価償却費等の非資⾦項目を除いた額）及び経営統合

による人件費削減額の合計 
 
(イ) 広域化効果額反映後の供給単価及び料⾦改定率 

上表の広域化効果額を将来推計に反映させ、将来の供給単価と料⾦改定率がどの程度変化
するのかをみます。 

なお、広域化効果額は経営統合を前提に試算しているため、広域化実施後の供給単価は上
水道事業と簡易水道事業を合算したものとなっており、両事業とも同じ数値になっています。 

広域化実施後の供給単価及び料⾦改定率の具体的な算定は以下のとおりです。 
 財政ルール（料⾦改定条件）は、上水道事業の条件に統一しています。 
 供給単価は、県全体の給水収益合計を年間有収水量合計で除して算定しています。 
 料⾦改定率は、各市町の将来推計（広域化効果額含む）を合算して算定しています。 
広域化実施後の県全体の供給単価は令和 50 年度で 209.7 円/㎥となっており、同年度の広

域化実施前と比較して、上水道事業で▲48.9 円/㎥、簡易水道事業で▲403.3 円/㎥となって
います。また、料⾦改定率は上水道事業で 43.2%、簡易水道事業で 53.8%となっており、同年

広域化パターン 項目 東部 中部 ⻄部

①施設統廃合による投資削減額 － 2.1億円 4.5億円

②補助⾦効果額　※1 － 11.5億円 0.0億円

③企業債効果額　※2 － ▲0.1億円 ▲1.2億円

④損益改善額　※3 － 15.0億円 6.5億円

経営統合 人件費削減額
（総務・経理・営業関係）

18.4億円 4.8億円 15.0億円

資⾦ベースの効果額　※4 18.4億円 21.4億円 19.6億円

損益ベースの効果額 18.4億円 19.8億円 21.5億円

施設統廃合
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度の広域化実施前と比較して、上水道事業で▲33.4%、簡易水道事業で▲295.8%となって
います。 

 
【表 48 供給単価の推計結果（上水道事業）】 

 
※供給単価は、県全体の給水収益合計を年間有収水量合計で除して算出。 
※料⾦改定率は、R2 実績と比較したもの。 
 

【表 49 供給単価及び料⾦改定率の変化（上水道事業）】 

 
  

R2
(実績)

供給単価(円/㎥) 供給単価(円/㎥) 料⾦改定率(％) 供給単価(円/㎥) 料⾦改定率(％)

県全体 146.4 258.6 76.6% 209.7 43.2%

R50
(広域化実施前)

R50
(広域化実施後)
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【表 50 供給単価の推計結果（簡易水道道事業）】 

 
※供給単価は、県全体の給水収益合計を年間有収水量合計で除して算出。 
※料⾦改定率は、R2 実績と比較したもの。 
 

【表 51 供給単価及び料⾦改定率の変化（簡易水道事業）】 

 
  

R2
(実績)

供給単価(円/㎥) 供給単価(円/㎥) 料⾦改定率(％) 供給単価(円/㎥) 料⾦改定率(％)

県全体 136.4 613.0 349.6% 209.7 53.8%

R50
(広域化実施前)

R50
(広域化実施後)
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4. 今後の広域化に係る推進方針等 
 
4.1. 広域化の推進方針 

本プランでは、広域連携の施策として複数の施設統廃合案の検討を⾏いましたが、中山間地を
多く抱える本県においては、隣接自治体が山を隔てている場合が多く、市町を越えた抜本的な施
設統廃合等が一部の地区を除いて地形的に難しいことが多いという実情があります。 

他方、中山間地の市町においては水道担当職員が 1 人しかいないなど、技術継承や専門技術
者の確保といった「ヒト」の観点で⼤きな課題を共有しています。 

こうした状況を踏まえ、本県における今後の広域化の推進方針は以下のとおりとします。 
 
＜ソフト連携＞ 
(ア) 職員研修の共同開催 

① 指定給水装置工事事業者に対する講習会の共同開催 
指定給水装置工事事業者に対する講習会の共同開催については、前述のとおり、水道法

改正により指定給水装置工事事業者に対する更新制度が導⼊され、更新時の講習受講を
確認することとされました。 

これを受けて、本県では、各市町の講習実施業務の効率化や各事業者の利便性向上な
どを目的として、東部ブロックで令和 2 年度から、中部及び⻄部ブロックで令和 3 年度から指
定給水装置工事事業者に対する講習の共同開催を実施しています。 

 
② 職員に対する技術講習会の共同開催 

職員の技術承継の観点から、技術講習会を共同で開催したいという意⾒が複数の市町か
ら出たことを受け、県下の中核都市が主催する技術講習会に希望する市町が任意で参加す
るという形で技術講習会の共同開催を検討していくこととします。 

具体的には、以下の検討を⾏います。 
 講習会実施主体の特定 
 講習会のコンテンツ検討 
 他団体事例の調査、必要に応じた他団体ヒアリング 
 効果（定量・定性）の詳細検討 
 実施時期の検討 等 

なお、⻄部においては、米子市主催の水道局職員配管実技講習を令和 4 年度に実施し
ています。 
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(イ) システム共同化 
地方自治体においては、前述のとおり一般会計の基幹業務システムの標準化や水道共通プラッ

トフォームの検討が進められていることから、本県水道事業においても、将来的にはシステム共同化
を進めていく必要があると考えています。 

一方、アンケート調査や水道広域化･共同化（流域別）検討会では、独自カスタマイズを⾏っ
ていることからアプリケーションレベルの変更は難しい、中⻑期的な取組みを希望するといった意⾒が
市町から上がりました。 

これらを踏まえ、本県では、まずはサーバ等のハードウェアの共同化を目指し、現場実務への影響
が⼤きいアプリケーション等のソフトウェア部分については、引き続き市町の意向を確認しながら段階
的に検討を進めていくこととします。 

さらに、システム共同化を進めることで、事務作業や書類様式の統一等を⾏い、⻑期的には事
務の共同化に繋げていきたいと考えています（例えば財務会計システムの共同化に伴い予算決算
事務を共同化するなど）。 

 
【図 37 共同化の進展イメージ】 

 
具体的には、以下の検討を⾏います。 
 推進組織の⽴ち上げ 
 市町のシステムの詳細把握 
 ベンダー等、関連業者のヒアリング 
 他団体事例の調査、必要に応じた他団体ヒアリング 
 効果（定量・定性）の詳細検討 
 実施時期の検討 等 
 

(ウ) 事務の共同委託 
事務の共同委託については、アンケート調査実施後の水道広域化･共同化（流域別）検討

会でも、ブロック単位での料⾦徴収ネットワークの構築や営業事務の包括委託など様々な意⾒が
出ました。今後も市町の意向を確認しながら検討を進めていきます。なお、具体的な対象事務の
絞り込みにあたっては、第三者組織による業務補助やスマートメーターなど、他の取組みの検討状

A市 B町 C町

Before

X社製 Y社製

共同運営組織・ルール

A市 B町 C町

共同データセンター等利⽤

共同アプリケーション利⽤

After

事務共同化

組織・ルール

ＩＴ基盤

アプリケーション Z社製

段階的に
実施
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況も踏まえる必要があります。 
具体的には、以下の検討を⾏います。 
 対象事務の絞り込み 
 （絞り込んだ事務について）事務の水準の検討、共通仕様書の作成 
 （絞り込んだ事務について）関連業者へのヒアリング 
 他団体事例の調査、必要に応じた他団体ヒアリング 
 効果（定量・定性）の詳細検討 
 実施時期の検討 等 
 

(エ) 第三者組織による業務補助 
第三者組織による業務補助について、アンケート調査では 3 団体が希望するという結果でしたが、

その後のヒアリングで他団体事例を含むより詳細なスキームを説明したところ、複数の団体がこのよう
な業務補助を希望していることが分かりました。 

前述のとおり、本県では特に「ヒト」に関する課題を抱えているため、マンパワーを確保できる取組
みを進めていく必要があります。本県では、第三者組織による業務補助の前段階として、まず事務
の共同化・共同委託の検討を⾏い、各市町が抱えている事務上の課題や悩みを共有・整理します。 

その上で、課題解決の⼿法として第三者組織による業務補助を採⽤した場合は、どのような組
織が第三者組織として適切か（例えば既存の事務組合を活⽤する、独自の第三者組織を新たに
設⽴する、また広島県の第三セクターに対して支援を依頼するなど）、第三者組織が支援する業
務内容などについて検討を進め、関係市町の意向を確認しながら、具体化を進めていくこととします。 

具体的には、以下の検討を⾏います。 
 補助すべき対象事務の絞り込み 
 補助の仕組み（スキーム）の検討 
 他団体事例の調査、必要に応じた他団体ヒアリング（※令和 4 年度に事務の共同化に

係る先⾏事例として⾦沢市へのヒアリングを実施） 
 効果（定量・定性）の詳細検討 
 実施時期の検討 等 
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(オ) スマートメーター 
スマートメーターについては、コストや通信環境を理由に短期での導⼊を考えている団体はありま

せんでしたが、将来の検針業務の担い⼿確保に課題を感じ、中⻑期的には導⼊の必要性を感じ
ている団体はありました。 

そのため、引き続き他団体事例調査や事業者ヒアリング等を⾏いながら導⼊の可能性を検討し
ていくこととします。 

具体的には、以下の検討を⾏います。 
 導⼊可能性の検討（技術面・価格面等） 
 スマートメーター関連業者へのヒアリング 
 他団体事例の調査、必要に応じた他団体ヒアリング 
 効果（定量・定性）の詳細検討 
 実施時期の検討 等 

 
(カ) 水質検査の共同化 

⻄部ブロックでは米子市を中心とした技術連携の検討を進めており、令和4年12月に米子市、
⼤山町、伯耆町、南部町、江府町、日野町、日南町の 1 市 6 町による「鳥取県⻄部域の水道
技術等に関する連携協定」を締結しています。 

当該協定に基づき、一部の町について米子市による水質検査業務の受託を令和 5 年 4 月から
開始し、令和 7 年度には 6 町全ての水質検査を米子市で実施することを予定しています。 

 
＜施設統廃合＞ 

施設統廃合については、対象となる市町の更新計画や実際の施設⽼朽化等の状況を踏まえ、本プ
ランで検討した施設統廃合案を基に具体化する案の検討を進めていきます。 

施設統廃合案の具体化にあたっては、基本設計等の技術的な検討（配管圧損計算を踏まえた市
町間の接続管及び既設配管の整備範囲の設定、現有施設能⼒を踏まえた水量設定及び整備施設
仕様の設定等）を進めます。また、実際に施設統廃合を⾏って市町間で水融通をする際には組織体
制も課題となるため、共⽤施設の管理体制等の体制面での検討も必要になります。 

なお、検討にあたっては災害時・緊急時のリスクの観点でも検証を⾏ったうえで判断をしていくことが必
要と考えています。 

具体的には、以下の検討を⾏います。 
 現状の施設統廃合案について、実⾏にあたっての障壁の把握 
 基本設計等の実施に向けた関連業者へのヒアリング 
 他団体事例の調査、必要に応じた他団体ヒアリング 
 効果（定量・定性）の詳細検討 
 実施時期の検討 等 
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＜経営統合＞ 
経営統合については、前述した定量的・定性的効果が期待できる一方、料⾦や財政状況・施設整

備水準等の団体間格差に係る検討などが必要であり、実現には⻑期間を要します。 
そのため、本県では、水道事業の持続的な経営確保の観点から、⻑期的には県全体での事業統合

を⾒据えつつ、各市町の意向を踏まえながら慎重に検討を進めていくことが望ましいと考えています。 
具体的には、以下の検討を⾏います。 
 統合範囲の段階的検討（ブロック別・県全体等） 
 企業団組成に向けたプロセスの明確化 
 他団体事例の調査、必要に応じた他団体ヒアリング 
 効果（定量・定性）の洗い出し 
 統合時期の検討 等 

 
4.2. 鳥取県における今後の水道事業のあり方 

平成 30 年 12 月の水道法改正では、広域連携の推進における関係者の役割が明確化され、
都道府県は水道事業者等の間の広域的な連携を推進するよう努めなければならないとされていま
す。 

一方、本県では県が⽤水供給事業を⾏っておらず、各市町の自⼰水源から県内全ての水供給
を賄っているという特徴があります。そのため、令和 5 年度以降の広域連携施策の具体化について
は、各市町が主体となって検討を進め、県は市町による検討のサポート役としての機能を担っていく
ことになると考えています。 

また、前述したとおり、本県では地理的条件から施設統廃合等の「モノ」の観点からアプローチす
る施策を取れる地域が限定されていることから、広域連携にあたってはシステム共同化や事務の共
同委託といったソフト面での連携も含め、これまで重ねてきた意⾒交換をもとに取りうる方策を地域
の実情に応じて検討を進める必要があります。 

特に、本県では「ヒト」の観点において各市町共通で⼤きな課題を抱えています。県としては、当
該「ヒト」の課題に対するアプローチとして、⻑期的には経営統合（事業統合又は経営の一体化）
を目指すことが望ましいと考えており、今後、本県において経営統合を目指すということになれば、改
正水道法に基づく県の役割をより積極的に担う必要がでてくるものと考えています。 

いずれにしても、水道事業の持続的な経営を将来にわたって確保していくためには、引き続き県と
市町が中⻑期的な視点からあるべき水道事業の姿を協議し、それぞれの役割をしっかり果たしてい
くことが必要となります。 

 
 
 


